
どう持続するのか ̶ コーポレート・ガバナンス

取締役会等の責務および多様性について
 「日清紡コーポレートガバナンス・ポリシー」Ⅱ-1、Ⅱ-4をご参照ください。

取締役および取締役会は、株主に対する受託者責任を負ってい
ることを認識し、株主の皆様の意向を取締役会に適切に反映させる
べく努めます。内部統制やリスク管理体制の整備とその運用を監督
し、経営陣による執行状況のモニタリングとその意思決定への支援
を行うとともに、怯まずリスクに立ち向かい、迅速・果断な意思決定
を重視するガバナンスを実現しステークホルダーに対する説明責
任の強化、収益力の向上と利益還元の拡大に向けて取り組みます。

取締役会は、当社各事業を環境・エネルギー軸に沿ってグローバ

企業統治の体制
 「日清紡コーポレートガバナンス・ポリシー」Ⅱ-1、Ⅱ-3、Ⅱ-6、Ⅱ-7をご参照ください。

当社は、監査役設置会社制度を採用しています。また、経営
の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、双方の機能強
化を図ることを目的として執行役員制を導入しています。執行

ルに展開を推進するために、優れた経営実績を有し、企業理念の実
現と企業価値の向上にコミットする強い意志と能力を持つ経営人
材を取締役候補者に指名するとともに、ジェンダーや国際性を含む
多様性の確保を通じて、取締役会の構成の充実を図ります。また、
取締役会が備えるべき経験、知見、専門性等のスキルおよび各取締
役が有するスキルの組合せについては、社外取締役が加わる指名委
員会で審議します。2022年3月30日時点の取締役会の構成は、取
締役12名、うち独立社外取締役5名（女性2名含む）となっています。
各取締役の経験、専門性等を一覧化したスキルマトリックスは、P.48
に記載しています。

役員への業務執行上の権限移譲と取締役会による監督機能の充
実に取り組み、経営の効率性や透明性を高め、実効性を伴った
ガバナンスを確立することで、当社グループの持続的な成長と
中長期的な企業価値の向上を図っています。

コーポレート・ガバナンス グローバル・コンプライアンス

基本的な考え方
当社は、「環境・エネルギーカンパニー」グループとして、日清紡グループ企業理念「挑戦と変革。地球と人びとの未来を創る。」をあら

ゆる事業活動の根幹に据え、グローバル経営とキャッシュフロー経営をベースに、コーポレート・ガバナンスなど組織文化の質的向上

と、ROE重視の収益力向上や株価重視の経営など数値・業績面の量的成長を並行して実現しつつ、企業価値を中長期的に高めていくこ

とが必要であると考えています。経営判断の原則を踏まえたリスクテイクのもと、迅速・果断な意思決定により、経営の効率性向上と

透明性確保の両立、説明責任の強化、企業倫理の徹底を図り、企業理念に立脚したコーポレート・ガバナンスの確立に取り組んでいます。

コーポレートガバナンス・ポリシー
   URL: https://www.nisshinbo.co.jp/ir/governance/policy.html

当社は、コーポレート・ガバナンスに関する基本的事項および
取組み指針を明文化した「日清紡コーポレートガバナンス・ポリ
シー」を制定しています。本ポリシーの着実な実践および適宜
の見直し・改善を通じて、実効性を伴ったガバナンスを確立し、
透明・公正かつ迅速・果断な意思決定のもと、持続的な成長と中
長期的な企業価値の向上に資することを目的としています。
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ガバナンス体制図

機関構成・組織運営等に係る事項

▶当社のコーポレートガバナンスの詳細については、下記をご覧ください。
「コーポレート・ガバナンス報告書」 https://www.nisshinbo.co.jp/nish/ir/governance/pdf/governance/c_governance.pdf
「日清紡コーポレートガバナンス・ポリシー」 https://www.nisshinbo.co.jp/ir/governance/policy.html

組織形態 監査役設置会社
定款上の取締役の員数 14 名
定款上の取締役の任期 1 年
取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）
取締役の人数（うち社外） 12 名（5名）
社外取締役の選任状況 選任している
社外取締役のうち独立役員に指定
されている人数 5 名

定款上の監査役の員数 5 名
監査役の人数（うち社外） 4 名（２名）
社外監査役のうち独立役員に指定
されている人数 2 名

取締役の構成 独立性 多様性
社外取締役比率 41.7% 女性比率 16.7%
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コーポレート・ガバナンス改革の変遷

2006年  社外取締役制度・執行役員制度導入
取締役任期を2年から1年へ変更

2015年
  
買収防衛策廃止

2016年    コーポレートガバナンス・ポリシー制定
報酬委員会・指名委員会設置
取締役会実効性評価開始

2017年    相談役・顧問委嘱制度廃止

2018年    譲渡制限付株式報酬制度導入

（人）

（年）

2021年の改善に向けた取り組み
・プライム市場上場会社として、改訂コーポレートガバナンスコード（2021年6月）に対応し、TCFD（気候関連財務情報開示タスク
フォース）の提言に準じた気候変動シナリオ分析を開始

取締役会の実効性評価
取締役会は、全役員を対象に取締役会の実効性に関するアン

ケートを実施し、集計結果の分析や前年結果との比較検証を通
じて取締役会の実効性の評価を行うとともに、毎年設定する優
先取組事項への対応状況の確認を通じて、実効性の向上に向け

た施策・取り組みについて審議します。2021年の実効性評価の
結果、当社取締役会はさまざまなバックグラウンドを有するメ
ンバーの経営経験や専門的知見を活かして、活発な発言・討議が
行われていることが確認されました。

2021年の優先取組事項
・課題の背景となる事業環境への理解が深まる資料の提供やレクチャー
の企画

・経営戦略等の大きな方向性や事業ポートフォリオについて集中して
審議する場の設定

優先取組事項への対応状況
・社内会議体への社外役員の参加やWeb会議システムの活用機会を
増やし、多様な事業環境の理解を促進

・経営戦略等の大きな方向性や事業ポートフォリオに関わる複数の案
件について計画的に審議

・TCFDや地球環境問題に関わる講演会を企画・開催

2022年の優先取組事項
・サステナビリティ、事業ポートフォリオ、経営戦略等の重点テーマに
ついて議論する場の設定

・取締役会および独立した委員会のさらなる審議の充実と実効性向上
に資する諸施策の実施
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どう持続するのか ̶ コーポレート・ガバナンス

取締役・経営陣の報酬について
   「日清紡コーポレートガバナンス・ポリシー」Ⅱ-2をご参照ください。

当社では、報酬決定プロセスの透明性・客観性を高めるため
に、取締役会の諮問機関として、報酬委員会を設置しています。
2022年3月30日時点では、取締役会長、取締役社長、および5
名の社外取締役で構成され、委員の互選によって委員長を選任
します。　

2021年12月期役員報酬等の内容

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる

役員の員数（人）基本報酬
（固定報酬）

賞与
（業績連動報酬） 譲渡制限付株式

取締役（社外取締役を除く） 230 162 48 19 8

監査役（社外監査役を除く） 34 34 ̶ ̶ 2

社外役員 60 60 ̶ ̶ 7

取締役の報酬は、基本報酬（月額報酬）、賞与、株式報酬（譲渡制
限付株式）により構成され、株主総会の決議により定められた報
酬総額の上限額の範囲内において決定します。なお、株式報酬は、
株主総会の決議により別途定められた上限額および上限株式数
の範囲内において役位ごとに決定します。ただし、社外取締役は
基本報酬（月額報酬）のみとし、取締役に対して退職慰労金は支給
しません。執行役員の報酬決定も、本方針・手続きに準じます。

（注） 1. 取締役の報酬限度額：年額400百万円以内
（取締役の支給額には、使用人兼務取締役に対する給与相当額は含まれていません。また、譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額は、別枠で年額40百万円以内です。）

2. 監査役の報酬限度額：年額70百万円以内
3. 2022年3月30日時点の人員は、取締役12名（うち社外取締役5名）、監査役4名（うち社外監査役2名）です。
4. 賞与の実支給額は、当社グループおよび担当事業に関する売上高、税引前当期純利益、営業キャッシュ・フロー等の業績目標に対する達成度を、役位に応じた一定の割合で反映させます。

取締役・経営陣の選解任について
   「日清紡コーポレートガバナンス・ポリシー」Ⅱ-2をご参照ください。

当社では、取締役の指名・選解任プロセスの透明性・客観性
を高めるために、取締役会の諮問機関として指名委員会を設置
しています。2022年3月30日時点では、取締役会長、取締役社

長、および5名の社外取締役で構成されています。指名委員会
は経営トップ、取締役、執行役員について、所定の基準に基づ
き候補者を取締役会に答申し、経営トップを含む取締役、執行
役員について不適格事由を認めた場合は、その解職、解任につ
いて取締役会に答申します。また、後継者計画を策定します。

株主の権利・平等性の確保について
   「日清紡コーポレートガバナンス・ポリシー」Ⅲ-2をご参照ください。

当社は、少数株主の権利行使が事実上妨げられることのな
いよう配慮するとともに、株主の権利が実質的に確保されるよ
う適切に対応します。株主・投資家とのコミュニケーションに
関する諸施策を実施し、適切な株主総会の運営を行います。

政策保有株式については、保有に関する方針を定めるととも
に、資本コストその他の指標とも照らし合わせて、銘柄ごとに保
有の意義および経済合理性の有無を定期的に検証します。

戦略的な有用性が薄れた銘柄については、段階的・計画的な
売却に取り組みます。	

政策保有株式の変動
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ステークホルダーエンゲージメントの取り組み

株主との対話について

 「日清紡コーポレートガバナンス・ポリシー」Ⅲ-2をご参照ください。

株主・投資家の皆さまとのコミュニケーションに関する諸施

ステークホルダーエンゲージメント

 「日清紡コーポレートガバナンス・ポリシー」Ⅲ-1、Ⅲ-3をご参照ください。

持続的な企業価値向上のためには、ステークホルダーとの継

ステークホルダー エンゲージメント例 回数 主な対話窓口

お客様
展示会の実施 29回

営業・技術部門

オンラインセミナーの実施 6回

株主/投資家

株主総会 1回

コーポレート 
コミュニケーション部門機関投資家向け説明会・個別ミーティング 説明会/年2回・個別ミーティング/のべ68回

投資家向けWebサイト・冊子 統合報告書発行

従業員

グループ報（社内報）の発行 季刊（年4回発行） コーポレート 
コミュニケーション部門

従業員サーベイの実施 1回 ダイバーシティ部門

ESG教育の実施 4回 サステナビリティ推進部門

内部通報制度 6件 サステナビリティ推進部門

調達取引先

グリーン調達ガイドラインの公開、周知 1回 調達部門

集合教育の実施 1回

サステナビリティ推進部門水使用量、製品含有化学物質調査 水使用量/年4回・製品含有化学物質/年１回

サステナビリティ調達アンケートの実施 １回

工場見学会、工作教室の開催 13回 各工場、技術部門

NGO・NPO/行政
生物多様性保全活動への参加 ４回 各事業所

清掃活動への参加 17回 各事業所

策は、IR担当取締役が統括し、社外に向けた正確かつ公正な情
報発信、各種の直接的な対話の実施などの積極的なIR活動を行
います。

続的な対話が重要です。日清紡グループはVALUEで定めるお
客様、株主、従業員をはじめ当社グループを取り巻くステーク
ホルダーとの対話を大切にして課題の解決に努めています。
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日清紡グループは、「企業公器」や「至誠一貫」の精神のもとに公正・誠実な姿勢を貫き、事業を通じて社会に貢献することを使命と捉

えています。その実現のためにグループの社員一人ひとりがとるべき行動を「行動指針」に定め、公正な事業慣行を通じて社会から信

頼されることを目指しています。

企業倫理委員会と企業倫理通報制度
当社は「企業倫理委員会」を設置し、日清紡グループ全体のコ

ンプライアンスに係る事項に対処しています。
また、法令違反の疑いのある行為や違反事実の早期発見・再発

防止を図ることを目的として、「企業倫理通報制度」を設け、社
内外からの通報を受け付けています。当社グループの従業員の
場合には、社内の企業倫理委員のほか、社外の顧問弁護士へも直
接通報できます。通報者に関する秘密を厳守するとともに、通
報者に不利益が生じないように配慮されています。通報された
内容は、企業倫理委員会で適切に対処しています。

コンプライアンス教育
日清紡グループでは、公正な事業活動の遂行を目指して階層

別および職場別研修、海外派遣前研修などを通じて各種コンプ
ライアンス教育を実施しています。

2017年3月期からはグループの管理職を対象にコンプライ
アンス研修を毎年実施することをKPIとして設定し、コンプラ
イアンスの浸透を図っています。研修教材として新たに「管理
職層向けコンプライアンス教育資料」を日本語および英語で作
成し、グループ全社で活用しています。

また、各子会社ではそれぞれの国や地域、業種の状況に合わ
せた研修も実施しています。

腐敗防止の取り組み
近年、贈収賄・腐敗行為に関する法規制の執行が国際的に強

化され、摘発が厳格化しています。当社は海外の関連法令への
対応も念頭においた「腐敗行為防止のてびき」を策定し、海外グ
ループ会社を含む全子会社に展開しました。このてびきは、日
本の不正競争防止法第18条（外国公務員等に対する不正の利益
の供与等の禁止）はもとより腐敗の防止に関する国際連合条約

（UNCAC）、国際商取引における外国公務員に対する贈賄の防止
に関するOECD条約、米国連邦海外腐敗行為防止法（FCPA）と
そのガイドライン、英国賄賂防止法（UK Bribery Act）など国際
的な腐敗防止に関する条約や法令を対象としています。てびき
の内容は適宜見直し、グループ全体で贈収賄防止対策に活用し
ています。

危機管理体制
日清紡グループは、地震・火災等緊急事態発生時に速やかに

対処するため、「日清紡グループ危機管理規則」を定めています。
また、事業継続の観点から、大規模地震等の緊急事態発生に備え、
従業員の安否確認と災害からの早期復旧に必要な情報連絡訓練
を、毎年実施しています。迅速かつ確実に安否確認を実施する
ため「安否確認・緊急連絡システム」を開発し、導入しています。

防災体制
当社と日清紡グループの主要な事業所では、自衛消防団を組

織し、防火設備等の定期点検や放水訓練等を実施しています。
また、年に１度の防災査察を、50年以上にわたり継続し、災害発
生直後の対応力強化と初動体制の整備を図っています。加えて、
初動体制と事業継続計画（BCP）を有機的に結び付ける事業継続
管理（BCM）をグループ全体へ展開中です。

機密保持の徹底
設計・開発段階から連続する一連のサプライチェーンの中で

開示を受けた知的財産や技術・ノウハウに関する情報などにつ
いては、機密保持契約を取り交わし、漏えい防止を図っています。

また、営業秘密管理については、毎年内部監査を実施し、適切
に管理されていることを確認しています。

CSR調達基本方針
日清紡グループは、法令遵守、公正取引、情報セキュリティ、

環境保全、人権、安全衛生、品質・安全、などの視点から、以下
の7項目からなる「日清紡グループCSR調達基本方針」を制定
しました。

1. 法令・社会規範を遵守していること
2. 健全且つ公正な取引を行っていること
3. 情報の管理を適切に行っていること
4. 環境保全に配慮していること
5. 基本的人権を尊重していること
6. 安全衛生活動に取り組んでいること
7. 製品・サービスの品質や安全性の確保に努めていること

これらをサプライヤー様にお願いすることにより、CSRの取
り組みをサプライチェーン全体で推進します。

コンプライアンス

どう持続するのか ̶ コンプライアンス

リスクマネジメント
リスクマネジメント体制
日清紡グループは、事業遂行上の経営リスクに対し適切に対応し経営リスク発生時の損失をミニマイズするために、下図のようにリ

スクマネジメント体制を定め運営しています。

緊急度・重要度の高いリスク事案について状況報告取締役会

重要なリスクやリスク変化の認識、対応の検討経営戦略会議

適宜指示

外部リスク

気候変動政治・経済

法制度

事業環境

産業構造
変化

 

 
任命

リスクマネジメント 
事務局

リスクマネジメント
統括責任者

 

新年度計画策定

グループ全体のリスク抽出
ならびに対応策の確認

管理状況の
確認

管理状況の
確認

月度
レビュー

年度
レビュー

PDCAの
実行

リスクの抽出・評価と対応策の策定

日清紡ホール
ディングス（HD）
日本無線
日清紡マイクロデバイス
日清紡ブレーキ
日清紡メカトロニクス
日清紡ケミカル
日清紡テキスタイル

HDと中核子会社の
各社長と関係役員

最高責任者
＝HD社長

（注） HD=日清紡ホールディングス（株）

内部リスク
事業ポートフォリオ
設備投資／R&D
人材確保／育成
ガバナンスなど

リスクマネジメント体制図

どう持続するのか ̶ リスクマネジメント

情報システム
主要なシステムはクラウド化を推進することにより、大地震

等の災害に備えるとともに、24時間・365日の安定稼働を目指
しています。

主要なリスクと機会についてはP.29をご覧ください。
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2022年1月に、新日本無線（株）とリコー電子デバイス（株）が統合し、日清紡マイクロデバイス（株）が発足しました。
日清紡ホールディングス（株）の谷奈穂子社外取締役と新会社を率いる田路悟代表取締役社長が、半導体市場の成長性
や新会社の競争優位性などについて対談を行いました。

どう持続するのか ̶ 社外取締役×日清紡マイクロデバイス社長対談

拡大を続ける半導体市場の中で、
“Connect Everything”技術にさらに磨きをかけ、
アナログソリューションプロバイダとして成長していく

Ｑ	 コロナ禍で半導体の供給不足が続いています。
昨今の半導体市場の変化や、市場の成長性に
ついてどのように見ていますか。

田路：半導体の市況変動は、ここ数年でサイクルが短期化し、
過去経験したことのない振れ幅を見せています。2020年秋
以降、巣ごもり需要を背景とした旺盛な需要が続き、今に至
るまで供給不足が続いていますが、長引くコロナ禍や地政学
リスクの高まりの中で、サプライチェーンの分断に備えて部
品在庫を抱える企業も多く、適正在庫に対する考え方が変化
しているように思います。潮目が変わるタイミングは予見し
づらいものの、いずれ、自動車向けを中心に、過剰在庫の適
正化に向けた調整局面が来ると見ています。
谷：半導体需要を牽引するプレーヤーも、2008年以降は、PC
や液晶テレビに代わってスマートフォンが牽引するなど変
化しています。今後はDXやGX（グリーントランスフォーメー
ション）によって需要はさらに押し上げられ、また、通信デー
タ量が飛躍的に増大することで、データセンターや通信イン
フラへの大型投資も拡大すると見ています。
田路：IoTをはじめとするスマート社会の到来で、センシン
グ技術があらゆる場所で使われるようになり、通信インフラ

向けの需要は拡大一直線になると私も思います。先進国に続
き新興国でもスマート社会やクルマのEV化が進むことで、
中長期にわたって半導体業界は着実に右肩上がりに伸びて
いくと考えます。

Ｑ	 その中で、日清紡グループの半導体の競争優
位性はどこにありますか。

田路：統合前の2社は、アナログ技術を核とする点は共通し
ながらも、個々の技術や製品、主に海外での顧客等の重複は
ほとんどなく、それぞれが得意とする領域で強化を図り成長
してきました。スマート社会の実現に伴いセンシング市場が
急拡大する中で、各社の持つ強い製品・技術を融合させるこ
とで、センサから出るさまざまなアナログ信号をフィルタリ
ング、増幅した上で、デジタルに変換・処理し、アクチュエー
タを通じて再び現実社会にフィードバックをかけていく、 
インからアウトまでの一連の流れを一貫してご提供できる
体制が整いました。本年2月には、ディー・クルー・テクノロ
ジーズ（株）も日清紡グループに参画し、デジタル処理のノウ
ハウがさらに強化されています。高付加価値製品のポートフォ
リオが拡充したことは当社グループの大きな強みとなって、

お客様への提案力強化やクロスセルによる相乗効果にもつ
ながると期待しています。また生産面でも、やしろ事業所の
6インチと8インチラインの先端テクノロジー技術、日清紡
マイクロデバイスAT（株）（旧・佐賀エレクトロニックス（株））
の一次・二次実装技術など、前工程から後工程までを独自の
強い技術力で開発・製品化できる点も当社グループの強みだ
と考えます。
谷：グループ内に日本無線（株）をはじめ、半導体を使うお客
様がいることも大きいと思います。今後は、通信インフラ系
に加え、自動車向けの半導体需要も拡大していきますので、
直接カーメーカーやティア１とネットワークを持つ日清紡
ブレーキ（株）のような会社がグループ内にあることも強み
になると思います。

Ｑ	 事業を展開する上での課題や事業機会につい
てどのように捉えていますか。

田路：新会社の発展の源泉は従業員ですから、従業員が統合
のメリットを実感できるよう、２社協業での製品開発などか
ら成功体験を積み重ね、積極的な情報発信や共有を通じて、
従業員の意識を高めていきたいと思います。
谷：以前、旧・リコー電子デバイス（株）の従業員満足度調査結
果を拝見し、情報共有に対して社員の満足度が非常に高かっ
たことが印象に残っています。田路さんのリーダーシップに
期待しています。
田路：新会社はラインやグループ会社も含めて3,500人超の
大所帯となるので、一人ひとりが自ら考え、行動できる環境
を随所で醸成していきたいと思います。従業員の意識も含め
たPMI（合併後の統合プロセス）を円滑に進め、筋肉質な体質
の会社へと進化させるには、異なる文化・やり方に直面した
時こそ、より良い方向へ変化できるチャンスだと前向きに捉
えることも大事だと考えています。また、水やエネルギーの
消費量の大きい半導体工場にとって、環境負荷の低減がもう
一つの大きな課題です。ドラスティックな低減につながる
よう、さまざまな施策を検討していきます。

Ｑ	「環境・エネルギーカンパニー」グループとして、
製品・ソリューションを通じてどのように環境・
社会課題の解決やステークホルダーとの価値
共創を図っていきますか。

田路：低消費・高精度・高効率を最も強みとする技術を有して
おり、今後も「環境・エネルギーカンパニー」に相応しい製品

を開発することが課題解決に寄与すると考えます。
谷：半導体需要を今後も大きく牽引するデータセンターは、
将来的に世界の電力供給が逼迫しかねないほどの電力を消
費することが喫緊の課題となっています。日清紡グループは、
会社の使命としてこの課題に取り組みながらも、もう一方で
は、カーボンニュートラルへ向けた世界的な大型投資の動き
の中で新たなビジネスチャンスも出てきますので、その両面
を捉えて進めていかれるとよいと思います。

Ｑ	 日清紡グループが「超スマート社会の実現」に
向けて価値提供をする中で、ご自身の役割を
どう認識されていますか。

田路：社会の発展に向けて、エレクトロニクスや電子部品が
果たす役割はますます高まります。日清紡グループの一社を
任された立場として、将来の方向性をしっかりと見極め先回
りして行動を起こすことで社会の役に立てるよう、その役割
を果たすと同時に、企業としてしっかりと利益を上げていく
という使命も果たしていきたいと考えています。
谷：社外取締役就任後、私の母も昭和20年代に日清紡と関係
があったことを知り、人並みならぬご縁を感じています。経
営に参画して1年あまりですが、当社グループは、人財を大
切にしながらもしっかりとガバナンスの効いた経営をして
いると感じています。社外取締役として経営のチェック機能
を果たしながら、若い人財や女性の活用など、多様性に富ん
だ人財を持つ日清紡グループの良さをさらに引き出せるよう、
貢献していきたいと思います。

Ｑ	 最後にステークホルダーに向けてメッセージ
をお願いいたします。

田路：統合した2社の保有する技術を「深化」させ、そこから
新しいものを生み出す「進化」を通じて、価値ある製品・モ
ジュールをお客様にご提供し、2025年の数値目標である売
上高1,000億円、営業利益率10％以上の達成に寄与してい
きます。そしてさらにその先は、アナログ技術にAIやデジタ
ル技術を取り込んで、これまでにない新しい価値を提供する
アナログソリューションプロバイダを目指していきますので、
引き続きご支援のほどよろしくお願い申し上げます。
谷：日清紡グループは20年後の社会を見据えてイノベーショ
ンを創造していますので、引き続きご期待いただきたく思
います。

半導体製造装置・材料の国際工
業会で展示会や標準化活動を手
がけるSEMIでの勤務経験をは
じめ、半導体ビジネスに長年携
わる。企業向けに半導体・セミコ
ンダクター関連の情報発信ポー
タルサイトや国際会議の運営を
手がける（株）セミコンダクタポー
タルで2007年より代表取締役
社長（現職）を務める。2021年
に当社社外取締役就任。

1981年に（株）リコーに入社後、デバ
イス開発・プロセス開発に23年携わっ
た後、製品開発、事業企画を経験して
2015年にリコー電子デバイス（株）
代表取締役社長に就任。2022年、日
清紡マイクロデバイス（株）の発足と
ともに同社代表取締役社長に就任。

田路　悟氏

谷　奈穂子氏
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どう持続するのか ̶ 取締役・監査役および執行役員

取締役・監査役および執行役員 （2022年3月30日現在）

取締役

監査役

取締役会長

河田　正也
所有株式数 ： 140,747株
取締役会出席状況：16回/16回
1975年４月	 当社入社
2006年６月	 執行役員 人事本部長
2007年４月	 経理本部副本部長(兼務)
2007年６月	 取締役 執行役員
2008年４月	 事業支援センター副センター長
2009年４月	 日清紡ブレーキ㈱代表取締役社長
2010年６月	 当社取締役 常務執行役員
2011年６月	 当社経営戦略センター副センター長、		

新規事業開発本部長(兼務)
	 日清紡ケミカル㈱代表取締役社長
2012年６月	 当社取締役 専務執行役員
	 日清紡メカトロニクス㈱代表取締役		

社長
2013年６月	 当社代表取締役社長
2019年３月	 当社代表取締役会長
2022年３月	 当社取締役会長(現職)

取締役　常務執行役員

馬場　一訓
経営戦略センター長
所有株式数 ： 21,315株
取締役会出席状況：16回/16回
1983年４月	 当社入社
2009年４月	 執行役員 経営戦略センター 

コーポレートガバナンス室長、事業
支援センター人財・総務室長(兼務)

2013年６月	 事業支援センター副センター長(兼務)
2014年６月	 取締役 執行役員
	 日清紡テキスタイル㈱代表取締役社長
2016年６月	 当社常務執行役員
2019年３月	 当社取締役 常務執行役員(現職)、
	 経営戦略センター長(現職)

代表取締役社長

村上　雅洋
所有株式数 ： 64,230株
取締役会出席状況：16回/16回
1982年４月	 当社入社
2008年４月	 執行役員 経営戦略センター 

コーポレートガバナンス室長、事業支援
センター人財・総務室長(兼務)、不動産
事業部長(兼務)

2009年４月	 事業支援センター副センター長(兼務)、
経営戦略センター経営戦略室長(兼務)、
事業支援センター財経・情報室長(兼務)

2010年６月	 取締役 執行役員、事業支援センター長
(兼務)

2012年１月	 不動産事業管掌(兼務)
2012年６月	 取締役 常務執行役員、経営戦略センター

副センター長(兼務)
2014年６月	 経営戦略センター長(兼務)
2015年６月	 取締役 専務執行役員
2016年６月	 代表取締役 専務執行役員
2018年６月	 代表取締役副社長
2019年３月	 代表取締役社長(現職)

代表取締役　専務執行役員

小洗　健
所有株式数 ： 4,278株
取締役会出席状況：13回/13回※

1982年４月	 日本無線㈱入社
2010年４月	 同社研究開発本部技術開発部長
2011年４月	 同社研究開発本部研究所長
2012年４月	 同社執行役員 研究開発本部長
2012年６月	 同社執行役員 研究所長
2017年４月	 同社執行役員 技術本部副本部長
2017年６月	 同社取締役 執行役員、技術本部長兼

研究開発統括
2019年４月	 同社取締役 執行役員、技術開発本部

長兼新規事業開発統括
2020年３月	 同社代表取締役社長（現職）
2021年３月	 当社取締役 専務執行役員
2022年3月　当社代表取締役  専務執行役員
	 （兼務、現職）

※ 2021年3月 取締役就任以降

取締役　常務執行役員

田路　悟
所有株式数 ： 1,080株
1981年4月	 ㈱リコー入社
2008年4月	 同社電子デバイスカンパニー画像LSI

開発センター所長
2014年4月	 同社グループ理事兼電子デバイス事

業部副事業部長
2014年10月	リコー電子デバイス㈱取締役
2015年4月	 ㈱リコー　グループ執行役員
	 リコー電子デバイス㈱ 

代表取締役社長
2018年6月	 新日本無線㈱取締役
2021年3月	 当社執行役員
2022年1月	 当社常務執行役員（現職）
	 日清紡マイクロデバイス（株）代表取

締役社長（兼務、現職）

取締役（社外取締役）

藤野　しのぶ
所有株式数 ： 0株
取締役会出席状況：14回/16回
1987年４月	 ㈱菱化システム入社
2003年６月	 カウンセラー事務所開業(現職)
2015年６月	 当社社外取締役(現職)

常勤監査役

木島　利裕
所有株式数 ： 15,530株
取締役会出席状況：16回/16回
監査役会出席状況：14回/14回
1979年４月	 当社入社
2007年４月	 執行役員 紙製品事業本部副本部長
2009年４月	 日清紡ペーパープロダクツ㈱取締役

執行役員、事業統括本部長、洋紙事業
本部長

2010年６月	 当社執行役員 新規事業開発本部 
副本部長

	 日清紡ケミカル㈱取締役 専務執行役員
2012年６月	 同社取締役副社長
2013年６月	 当社取締役 執行役員、新規事業開発

本部長
	 日清紡ケミカル㈱代表取締役社長
2016年６月	 当社常務執行役員
2019年３月	 当社常勤監査役(現職)

常勤監査役

大本　巧
所有株式数 ： 20,400株
取締役会出席状況：16回/16回
監査役会出席状況：14回/14回
1978年４月	 当社入社
2007年１月	 経理本部財務部長 経理部長
2010年６月	 事業支援センター財経・情報室長
2015年６月	 当社常勤監査役(現職)

監査役（社外監査役）

山下　淳
所有株式数 ： 0株
取締役会出席状況：16回/16回
監査役会出席状況：14回/14回
1988年４月	 弁護士登録(現職)
	 田中・高橋法律事務所入所
2001年５月	 クリフォードチャンス法律事務所  

外国法共同事業入所
2011年５月	 K&L Gates外国法共同事業法律事務所

入所
2014年10月	ゾンデルホフ&アインゼル法律特許

事務所入所(現職)
2019年３月	 当社社外監査役(現職)

取締役（社外取締役）

八木　宏幸
所有株式数 ： 0株
取締役会出席状況：16回/16回
1981年４月	 検事任官
2007年１月	 東京地方検察庁特別捜査部長
2015年12月	東京地方検察庁検事正
2016年９月	 最高検察庁次長検事
2018年７月	 東京高等検察庁検事長
2019年３月	 弁護士登録(現職)
2019年６月	 公益財団法人国際研修協力機構 

（現公益財団法人国際人材協力機構）
理事長(現職)

2020年３月	 当社社外取締役(現職)

取締役（社外取締役）

谷　奈穂子
所有株式数 ： 0株
取締役会出席状況：13回/13回※

1978年４月	 サントリー㈱入社
1980年６月	 ㈱マーコム・インターナショナル入社
1985年９月	 SEMIジャパン入職
2001年４月	 ㈱セミコンダクタポータル入社
	 同社取締役
2002年11月	同社代表取締役
2007年６月	 同社代表取締役社長（現職）
2021年３月	 当社社外取締役（現職）

※ 2021年3月 取締役就任以降

取締役　執行役員

石井　靖二
所有株式数 ： 13,590株
取締役会出席状況：16回/16回
1988年４月	 当社入社
2011年４月	 日清紡ブレーキ㈱執行役員 摩擦材

製造部長
2013年４月	 同社常務執行役員 戦略室長、生産部

門長(兼務)、生産技術部長(兼務)
2013年６月	 同社取締役 常務執行役員
2015年１月	 同社ブレーキ開発部長
2015年４月	 同社取締役副社長
2015年６月	 当社執行役員
2017年６月	 日清紡ブレーキ㈱代表取締役社長

(現職)
2019年３月	 当社取締役 執行役員(兼務、現職)

取締役　執行役員

塚谷　修示
経営戦略センター 
財経・情報室長
所有株式数 ： 14,790株
取締役会出席状況：16回/16回
1986年４月	 当社入社
2014年１月	 事業支援センター財経・情報室財経

グループ担当部長
2015年６月	 事業支援センター財経・情報室長
2018年４月	 執行役員
2020年３月	 取締役 執行役員(現職)
2020年４月	 経営戦略センター財経・情報室長(現職)

取締役（社外取締役）

多賀　啓二
所有株式数 ： 0株
取締役会出席状況：15回/16回
1973年４月	 日本開発銀行
	 (現㈱日本政策投資銀行)入行
1999年10月	同行都市開発部長
2002年６月	 同行総務部長
2004年６月	 同行理事
2008年10月	同行取締役 常務執行役員
2009年６月	 ㈱東京流通センター代表取締役副社長
	 ㈱テーアールシーサービス代表取締役

社長
2013年６月	 ㈱東京流通センター代表取締役社長
	 ㈱テーアールシーサービス取締役
2017年６月	 DBJアセットマネジメント㈱取締役会長
2018年６月	 同社顧問
2019年３月	 当社社外取締役(現職)

監査役（社外監査役）

渡邊　充範
所有株式数 ： 0株
取締役会出席状況：16回/16回
監査役会出席状況：14回/14回
1980年４月	 四国化成工業㈱入社
2002年３月	 同社経営企画室長
2013年６月	 同社執行役員
2014年６月	 同社取締役 執行役員、
	 経営企画・秘書統括(兼務)
2016年６月	 同社取締役 執行役員、経営企画統括
2017年３月	 同社取締役 執行役員、企画・管理担当補佐
2018年２月	 同社取締役 執行役員、大阪支社長
2019年３月	 当社社外監査役(現職)
2019年６月	 四国化成工業㈱取締役 常務執行役員 

（現職）、企画本部長・事業企画室長(兼務)
2020年３月	 同社企画本部長・新規事業部長
	 (兼務、現職)

取締役（社外取締役）

中馬　宏之
所有株式数 ： 0株
取締役会出席状況：16回/16回
1984年８月	 米国 南イリノイ大学カーボンデール校

経済学部助教授
1985年７月	 東京都立大学経済学部助教授
1992年４月	 一橋大学大学院経済学研究科・経済学部助教授
1993年４月	 一橋大学大学院経済学研究科・経済学部教授
1999年４月	 一橋大学イノベーション研究センター教授
2000年１月	 米国 エール大学経済学部客員教授
2000年４月	 独立行政法人経済産業研究所ファカルティフェロー
2004年４月	 文部科学省 科学技術政策研究所
	 (現科学技術・学術政策研究所)客員総括主任研究官
2012年４月	 一橋大学大学院商学研究科・商学部

教授/イノベーション研究センター教授
2014年４月	 成城大学社会イノベーション学部・ 

研究科教授
2015年４月	 一橋大学名誉教授
2015年４月	 独立行政法人経済産業研究所 

ファカルティフェロー
2020年３月	 当社社外取締役(現職)
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どう持続するのか ̶ 取締役・監査役および執行役員

執行役員当社の取締役に求める専門性と経験（スキルマトリックス）
多様な事業をさまざまな専門的な観点で監督、指導するために取締役に求められるスキルを選定し、取締役会自体に
多様性を取り入れることで、実効性の高いガバナンスを実現しています。

社長

村上　雅洋※

専務執行役員

小洗　健※

常務執行役員

田路　悟※

馬場　一訓※

執行役員

石井　靖二※

塚谷　修示※

※ 取締役兼任

常務執行役員

杉山　誠
経営戦略センター サステナビリティ 
推進室長、 
経営戦略センター 人財・総務室長

執行役員

斉藤　一夫
Nisshinbo Singapore Pte Ltd.
代表

執行役員

村田　馨
日清紡テキスタイル（株） 
代表取締役社長

執行役員

松井　勇造
不動産事業部長

執行役員

増田　敏浩
日清紡メカトロニクス（株） 
代表取締役社長

執行役員

高橋　郁夫
日清紡ケミカル（株） 
代表取締役社長

執行役員

足立　誠幸
新規事業開発本部長

スキル※

氏名
経営経験 国際的 

経験・知見
事業・業界 

の知見 ESG 技術・　　　　　
イノベーション

法務・　　　　　
リスク管理 財務・会計

河田　正也 ● ● ● ●

村上　雅洋 ● ● ● ●

小洗　健 ● ● ●

田路　悟 ● ● ●

馬場　一訓 ● ● ● ●

石井　靖二 ● ● ● ●

塚谷　修示 ● ● ● ●

多賀　啓二 ● ● ●

藤野　しのぶ ● ● ●

八木　宏幸 ● ●

中馬　宏之 ● ● ● ●

谷　奈穂子 ● ● ●

※　各取締役の有するスキルのうち主なものを最大４つまで記載しています。すべてのスキルを表すものではありません。
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日本無線株式会社／JRCモビリティ株式会社

無線・通信事業では、世界トップレベルの信頼性を誇る船舶向け通信
機器や航法機器に加えて、ダムや河川管理、気象観測などの各種防
災システムを提供しています。また、モビリティに特化した事業展
開を行うために2018年に設立したJRCモビリティ（株）では、ITS※ 

製品など既存の自動車関連事業ならびに業務用無線等事業を日本
無線（株）から引き継ぎ、自動運転などの実現に貢献する製品開発を
推進しています。 

※ Intelligent Transport Systems：高度道路交通システム。

関連するSDGs項目

P.52 事業の業績と戦略

無線・通信事業
日清紡グループの事業概要日清紡グループには、無線・通信、マイクロデバイス、ブレーキ、精密機器、化学品、繊維、不動産の7つの事業があります。

時代のニーズに合わせて事業ポートフォリオを組み替え、事業の融合によるイノベーションを起こして、顧客ニーズに
応える付加価値の高い製品を提供しています。

セグメント別売上高構成比

無線・通信事業
1,550億84百万円	 30.3%

マイクロデバイス事業
773億73百万円	 15.2%

ブレーキ事業
1,382億95百万円	 27.1%

その他
229億74百万円	 4.5%

不動産事業
155億84百万円	 3.1%

繊維事業
344億78百万円	 6.8%

化学品事業
110億83百万円	 2.2%

精密機器事業
557億68百万円	10.9%

売上高
5,106億43百万円

(2021年12月期）

At a Glance

無線・通信事業

マリンシステム▶︎船舶用レーダー、通信装置
ソリューション・特機▶︎防災無線システム、気象レーダー
ICT・メカトロニクス▶︎電源装置、大判複写機
医用機器▶︎超音波診断装置用探触子、カテーテル用振動子
モビリティ▶︎GPS受信機、ITS車載機器

防災システムや気象レーダーなどのソリューション事業、マリンシステム事業、
モビリティ事業などを展開しています。

主な事業領域

P.51

化学品事業

高機能性樹脂素材「カルボジライト」

断熱製品

燃料電池セパレータ

ファインカーボン製品

生分解性樹脂や水性樹脂の改質剤
「カルボジライト」、燃料電池セパ
レータなど、環境・エネルギー関連
ビジネスにおいて次代を担う将来
性豊かな製品を手掛けています。

主な事業領域

P.61

精密機器事業

成形品

EBSなどの精密部品

各種製造装置

家電や自動車向け成形品、また自
動車用精密部品加工や各種専用機
の製造など、アジアを中心として
グローバルに展開しています。

主な事業領域

P.59

マイクロデバイス事業

半導体デバイス、SAWフィルタ、 
電源ICなど

分譲▶宅地分譲

賃貸▶ARIO西新井ほか

マイクロエレクトロニクス技術を
軸に、アナログ半導体などの電子
デバイス事業を拡大しています。

主な事業領域

P.54

繊維事業

シャツ▶ドレスシャツ、カジュアルシャツ、 
および生地

テキスタイル▶ユニフォーム地、 
カジュアル地

主力は天然素材を活かした綿製品。
「Made by Nisshinbo」の高品質
で、ドレスシャツやユニフォーム
などを世界に供給しています。

主な事業領域

P.63ブレーキ事業

摩擦材▶	ディスクパッド、 
ブレーキライニング

日清紡グループは自動車用ブレー
キ摩擦材の世界シェアNo.1メー
カーです。世界の主要な摩擦材市
場を網羅し、真のグローバルプレー
ヤーとして拡大中です。

主な事業領域

P.57

不動産事業

事業構造改革の進展に伴い生じ
た、工場跡地などの不動産を有効
活用し、日清紡グループの成長戦
略を支えるための資金を調達して
います。

主な事業領域

P.65
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事業の業績と戦略

2021年の業績概要

無線・通信事業の2021年の業績は、売上高155,084百万
円（前期比7.5% 増）、セグメント利益7,814百万円（前期比
203.4%増）となりました。

ソリューション・特機事業は、多重無線装置等の基幹伝送シ
ステムは減少しましたが、洪水等の水害抑止に効果を発揮する
ダム管理装置や水位・雨量テレメータ装置等の水・河川情報シ
ステムが好調に推移しました。また、災害時の状況把握や情報
伝達だけでなく、平時の行政情報の伝達手段としても活用され
る県・市町村向け防災行政無線システムや、船舶に搭載しヘリ
コプターと通信を行う伝送装置に加え、海上を安全に航行する
ために必要な情報を陸上側から通信を行う海岸局や気象レー
ダー等の海外向けシステムも増加したことにより増収増益と
なりました。

マリンシステム事業は、船舶の建造隻数減に伴う商船新造船
向け機器が価格競争激化の影響もあって商船分野で売上が減少
したものの、海外中小型船向け機器やメンテナンスサービスが
堅調に推移し、加えて子会社のAlphatron Marine社ののれん
償却完了などにより費用が減少したことなどもあり増収増益と
なりました。

ICT・メカトロニクス事業は、電子部品の供給逼迫の影響から
メカトロニクスが伸び悩んだものの、ICTとコンポーネントは
一部機種にコロナ禍からの回復需要が見られたことや、NJコ
ンポーネント（株）のマルチレイヤーインダクタが好調に推移し
たことにより、増収増益となりました。

モビリティ事業は、日本無線（株）の通信機器事業のJRCモビ
リティ（株）への事業移管を段階的に進めてきましたが、ITS事
業に加え、2021年1月には業務用無線等の事業移管が完了し、
日本無線（株）の通信機器事業は発展的に解消、当期よりJRCモ
ビリティ（株）を主管会社として運営しています。当期は2020
年6月に連結子会社化したドイツの現地法人RBI GmbHおよび
LEAS GmbHの2社の売上寄与に加え、海外向け業務用無線が
回復基調にあり増収増益となりました。

医用機器事業は、COVID-19の感染拡大によって診断分野で
の需要増を背景に超音波診断装置の売上が増加しましたが、そ
れ以上に欧州の検査分野での需要減が影響し分析装置等の売上
が減少しました。加えて世界的な部品入手難が需要増のあった
診断装置にも影響を与えたことで、減収減益となりました。

20.12 21.12

マリンシステム 32,509 33,227

通信機器※ 7,669 ̶

ソリューション・特機 65,607 71,254

ICT・メカトロニクス 20,708 23,726

医用機器 8,064 7,794

その他事業 　3,166 4,613

モビリティ（JRCモビリティ） 7,857 17,494

消去・退職給付修正等 △ 1,271 △ 3,024

合計 144,312 155,084

20.12 21.12

マリンシステム △ 303 791

通信機器※ 200 ̶

ソリューション・特機 2,683 5,557

ICT・メカトロニクス △ 237 128

医用機器 456 102

その他事業 △ 7 788

モビリティ（JRCモビリティ） △ 571 610

消去・退職給付修正等 353 △ 162

合計 2,575 7,814

（百万円） （百万円）
売上高 セグメント利益

日清紡グループの事業概要 ̶ 無線・通信事業

中長期の事業戦略

無線・通信事業では、現業の成長戦略の見直しと、低収益事業
の見極めと見切り、高収益事業への挑戦などの事業ポートフォ
リオ改革を促進することで、売上規模の拡大と収益性の向上の
両面を重視した経営へのシフトを図っていきます。

マリンシステム
マリンシステムではグローバル成長戦略として、引き続き

商船分野における収益力の向上を図るために、収益性の高い
アフターマーケットにおけるLCM ビジネスの拡大に努め、機
器換装および修理工事向けの受注増を図ります。中小型船分
野では、特に河川市場向け商品・販売・サービスの強化に努め、
Alphatron Marine社が得意とする欧州市場への販路を活用し
シェア拡大を図ります。また、デジタル分野の取り組みとしては、
自動運航機能やデジタル化対応機器によるSmart Shipの実現
に向けて、船陸間ネットワークを活用した船舶内情報共有サー
ビス「Smart Ship Viewer」や船舶運航の核となる運航支援装
置「J-Marine NeCST」等の機能拡張を進め、船舶運航の効率化
や安全航行に貢献する安全運航支援サービスの拡大を目指しま
す。また洋上風力発電の統合管理システムなど、海洋システム
ビジネスの開拓にも取り組んでいきます。マリンシステム事業
では、安定収益体質への変革を実現するために、デジタル手法
による業務効率化を進め、営業力およびサービス力を強化する
ことで利益創出を目指します。

ソリューション・特機
ソリューション・特機事業では、官公庁、民需、海外の各事業

分野で既存事業における需要の確実な取り込みと収益力の強化
を図りながら、アライアンスやM&Aによる隣接分野への進出
を通じて、事業領域の拡大を図っていきます。さらにICT／IoT
を活用したデジタルビジネスの確立にも注力していきます。官
公庁関連では引き続き「防災・減災、国土強靭化のための5か年
加速化対策」や「流域治水プロジェクト」への取り組みで収益の
維持拡大を図ります。また、統合管制支援や運行管理支援など
の航空監視分野への進出で事業領域の拡大を図ります。デジタ
ルビジネス分野では、2Ｄ地図データから3Ｄ空間データを自動
生成してインターネットサービスへ展開するなどの新たな取り
組みにも挑戦します。また業務プロセスの再構築を通じて効率
化を図り、収益力強化と事業拡大に向けたリソースを創出して
いきます。

ICT・メカトロニクス
当事業では収益力の向上に向けて、SDGs・社会的課題解決型

事業の推進と自主開発の強化、グループシナジーによる事業拡
大を目指しながら、新領域への進出を通じて高収益体質への転
換を図ります。ICT事業では、デジタルビジネス創出の基盤を
確立するため、IoT・AI関連の成長分野で事業領域拡大を図りま
す。コンポーネント事業では、車載用電源部品の提供を通じて
脱炭素社会の実現に必要とされる事業体となることを目指しま
す。メカトロニクス事業では、モノづくりのDX化・省人化・自
働化ニーズを反映し産業機器の事業領域拡大を推進します。

医用機器
医用機器事業では、引き続き事業体制の転換による収益力向

上に注力します。マーケティングの強化と販売ルートの確立を
通じて、付加価値の高い携帯型超音波事業の拡大と、保有技術
である無線技術を医用機器に応用した医用のワイヤレス化に注
力し、予防・予後分野、診断・治療支援分野への参入・伸長を図り
ます。既存の分析装置や血管内超音波事業を基盤とし、新規参
入分野でのデジタルビジネス創出により当事業の拡大・伸長を
図ります。

5G／LTEへの取り組み
国内では、IoT基盤などを用いたデータ活用を通じて価値創

造を図る事業の拡大が見込まれており、ローカル5G無線局免
許の発行件数も増加しています。2021年6月にローカル5G無
線局免許を取得した日本無線（株）は、実証実験やデモンストレー
ションを通じてビジネスパートナーとの協業を深め、顧客価値
創出に寄与できるソリューションの提供と、日本無線（株）の強
みを活かしたローカル5G製品の開発に注力し、高収益な事業
基盤の確立へとつなげます。

海外では、欧米を中心にプライベートLTEを広く展開してい
ます。システムを一体化したLTE-BOXの高度化や、無線周波数
などのローカル環境へのカスタマイズ、顧客ニーズを実現する
アプリケーションの拡充・多様化など、日本無線（株）の強みを
活かしたシステムソリューションを提供してビジネスをより一
層拡大していきます。

※21/12期より通信機器をモビリティへ完全移管
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日清紡マイクロデバイス株式会社

当事業は、アナログ半導体およびマイクロ波関連技術に強い優位性
を持ち、オーディオ機器、車載・産業機器、情報通信などの分野で新
しい価値を創造してきました。2022年1月に、旧・新日本無線（株）と
旧・リコー電子デバイス（株）の2社を統合し、両社の保有技術を融合
させることで、自動車のCASE分野、産業機器分野、医療分野などで、
高付加価値な新製品を展開しながら新たなソリューションビジネス
を創出していきます。

関連するSDGs項目

P.44 社外取締役×日清紡マイクロデバイス社長対談

P.55 事業の業績と戦略

P.56 主要製品紹介

マイクロデバイス事業
日清紡グループの事業概要 事業の業績と戦略

2021年の業績概要

マイクロデバイス事業の2021年の業績は、売上高77,373
百万円（前期比26.6％増）、セグメント利益4,291百万円（前期
比8,186百万円改善）となりました。

主力の電子デバイス製品は、2021年も前年第4四半期から
の市況の回復トレンドが続き、各工場は年初よりフル操業で1
年間生産にあたりましたがコロナ禍に起因した東南アジアな
どでのロックダウンによりサプライチェーンが分断され、電子
部品を中心に世界レベルで部品、材料の供給不足となりまし
た。そのため、自動車産業や産業機器産業は部品不足の影響で
減産となりましたが、ASIC/ASSPなどのLSIを中心とした車載
向け製品や、電源IC、センサ、エンコーダ、ピンドライバといっ
た産業機器向け製品は、旺盛な需要に支えられ好調に推移しま
した。通信機器向けも、携帯電話用リチウム電池保護ICに加え、
GaAs製品（アンテナスイッチ、LNA等）、SAWフィルタといっ
た製品が、携帯電話向けから5G基地局や車載用GNSS向けに
転換が進み、順調に売上を伸ばしました。民生向け製品は、従来
製品の売上が減少する中、コロナ禍の社会変化に即した製品を
提供することで前期並みの水準を維持しました。

マイクロ波製品は、2021年の年初からの急速な市況回復に
伴う船舶輸送の急増を背景に、レーダーの稼働時間が増え、交
換用マグネトロンの需要が大幅に伸び、電子管・レーダー用コ
ンポーネントは1年を通じて好調に推移しました。成長の鍵と
なる衛星通信用コンポーネントや、マイクロ波技術を使ったセ
ンサは、受注は旺盛に推移し、主要電子部品やコネクタなどの
部品不足の影響を大きく受けたものの、早期からお客様とコミュ
ニケーションを取りながら先行手配や生産スケジュールの入
れ替えなど、部品の長納期化への対応を進め、売上も好調に推
移しました。

中長期の事業戦略

2022年1月に発足した日清紡マイクロデバイス（株）では、「競
争優位な電子デバイス事業の推進」と「マイクロ波事業の拡大
と利益創出」をテーマに、旧・新日本無線（株）と旧・リコー電子
デバイス（株）とが保有する技術を融合させ、競争優位な標準品
をベースビジネスとして強化しながら、信号処理製品や高付加
価値なパワーモジュール製品の展開を図ります。また、ハード
に加えソフトの質も高めることで、新しいソリューションビジ
ネスを創出し、お客様から期待されるアナログソリューション
プロバイダを目指します。

電子デバイス製品
電子デバイス製品は、SP（Signal Processing：信号処理）と

EM（Energy Management：電源制御）に注力していきます。
SPはオペアンプおよびIoTなどで市場が拡大するセンサ製品
群を含む信号処理系ICで、マイクロ波センサとの融合も図りな
がら、これまでの単体IC提供からモジュール、さらにはソリュー
ションの提供を目指します。EMはあらゆるデバイスに必要で、
低消費化などの高精度化要求が高まる電源制御系ICで、PMIC、
IPMといった高付加価値なパワーモジュール製品の展開を目指
します。注力市場としては、車載向け、産業機器向け、民生向け
を主なターゲットとし、車載および産業機器向けでは顧客志向
で高機能なASIC／ASSP製品の企画・開発を強化していきます。
民生向けはタッチレスセンサなど、コロナ禍の社会変化に即し
た製品や、これまで手がけていない分野（たとえば美容機器など）
での製品企画・開発を加速していきます。そして、車載向けおよ
び産業機器向け製品の比率を拡大することで、安定的な事業ポー
トフォリオの確立を図ります。

日清紡グループの事業概要 ̶ マイクロデバイス事業

20.12 21.12

新日本無線 41,931 51,072

（旧リコー電子デバイス） 20,515 28,014

消去等※ △ 1,306 △ 1,713

合計 61,140 77,373

20.12 21.12

新日本無線 △ 2,427 2,864

（旧リコー電子デバイス） △ 1,205 1,698

消去等※ △ 263 △ 271

合計 △ 3,895 4,291

（百万円） （百万円）
売上高 セグメント利益

※ のれん償却費、退職給付修正含む。
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主要製品紹介

さらなる収益性の改善に向けて、生産面では外注委託コスト
の低減をさらに推し進めます。ウエハプロセス（前工程）は、や
しろ事業所（兵庫県）で0.18umCDMOSの微細化・高耐圧プロ
セスを量産化し、外部に生産委託している新製品の一部内製化
を図ります。アセンブリプロセス（後工程）は、やしろ事業所で
生産した製品のテストとアセンブリを、佐賀県とタイの生産子
会社で内製化を進め、同時に、安価な海外OSAT（Outsourced 
Semiconductor Assembly and Test）の活用拡大を図ります。
また、自社製品のEOL(End of Life)が完了するSAWフィルタ
は、自社生産の中止を検討していきます。材料面では、後工程に
使用する金ワイヤの銅ワイヤへの置き換えを進めます。サプラ
イヤーが減少するリードフレームは、韓国製、中国製の品質を
評価した上で、採用基準を満たした製品は複数社で購買化を進
めます。

営業面では、クロスセルなどの統合シナジーを発揮しながら、
新規案件や顧客ニーズを落とし込んだ製品企画・開発を通じて、
顧客認知度・満足度のさらなる向上を図ります。また確定受注
生産の運用で生販整合体制を強化し、棚卸資産を圧縮し適正在
庫の維持に努めます。

マイクロ波製品
マイクロ波製品の電子管・レーダーコンポーネントは、現在

も継続する需要増に対応しながら、生産の効率化を図ることで
利益率の改善を図ります。また、ライナック用電子管・電子銃に
ついての販売も強化していきます。　

衛星通信コンポーネントは、引き続き部品調達が難しい中で、
好調なVSAT（小型地球局）システムの端末側対応送信機・受信
機の安定生産に努めていきます。同時に、既存製品のモデルチェ
ンジと高付加価値が期待できる基地局向けの高出力送信機の開
発や、新規市場の開拓も進めていきます。

車載向け製品
電動化や自動運転技術の進展などにより、自動
車に搭載されるICの数は増え続けています。そ
の適用範囲は、カーオーディオ向けICから、自
動車の基本性能を支えるパワーコントロールユ
ニット、電動パワー・ステアリング、バッテリー
マネジメントシステム、さらにはパーキングア
シスト、衝突回避・防止や自動運転を支える各種
センサにまで及んでいます。

電子デバイス製品 マイクロ波製品

産業機器向け製品
ロボットの動きをサポートするエンコーダのセ
ンシング精度を高めるために重要なオペアンプ、
低ノイズでさまざまな機器の安定稼働を支える
電源IC、産業機器向けに最適な機能を集約した
アナログフロントエンドICなど、多彩なライン
ナップで顧客のニーズに応えています。

衛星通信用コンポーネント
衛星を介したインターネット接続やデータ通信、
通話接続に欠かせない衛星通信地球局VSAT※。
日清紡マイクロデバイス（株）は、このVSATに
欠かせないコンポーネント製品を提供する国内
では唯一、世界でも数少ないメーカーの1社で
あり、世界市場No.1シェアを誇ります。
※ Very Small Aperture Terminal

マイクロ波センサ製品群は、2022年にはミリ波帯（60GHz）
製品を市場投入し、電子デバイスのパッケージ技術・モジュー
ル化技術との融合や、他のセンサと組み合わせた複合センサ技
術および信号処理により、必要なデータを安定して出力するス
マートセンサ技術の進化を加速させます。また、センサを用い
たシステムの設計・開発に対応した技術力も高め、お客様から
の幅広い要求に対応していきます。

衛星通信コンポーネントとセンサ製品はセンサ部品供給不
足の影響がより厳しくなることが予想されるため、市場拡大を
見据えた部材調達戦略で安定生産に努めながら、タイの生産子
会社を活用して価格競争力を強化し、幅広い顧客の獲得と生産
増への対応を進めます。

日清紡グループの事業概要 ̶ マイクロデバイス事業

ブレーキ事業
日清紡グループの事業概要

事業の業績と戦略

2021年の業績概要

ブレーキ事業の2021年の業績は、売上高138,295百万円
（前期比20.4％増）、セグメント利益3,558百万円（前年同期比
5,847百万円改善）となりました。

ブレーキ事業が大きく影響を受けるグローバルの自動車生
産台数は、2021年上期にはコロナ禍からの回復により大きく
復調したものの、下期は、東南アジア地域からの部品供給難や
半導体供給不足に代表されるサプライチェーンの混乱により
カーメーカーが減産を余儀なくされ、通年では前年から5％程
度の回復にとどまりました。加えて2021年第2四半期から顕
在化した鋼材等の原料費の高騰は、利益の下押し要因となりま
した。

このような状況下で、日清紡ブレーキ（株）では、国内および
タイ子会社に加え、販売が好調な日系カーメーカーを主な顧客
とする中国子会社が増収増益となりました。米国では、環境規

制によって銅含有量5％以上の摩擦材製品の販売及び新車へ
の組み付けが2021年以降禁止され、2025年以降は銅含有量
0.5％以上へとさらに強化される動きがある中、日清紡ブレー
キ（株）の銅レス（銅含有量5％未満）・銅フリー（同0.5％未満）摩
擦材の新規受注は順調に推移し、なかでも銅フリー摩擦材の受
注によるシェア向上が、国内、米国ならびに中国の子会社の増
収に大きく寄与しました。銅フリー材の生産設備投資も計画通
りに進捗しています。韓国子会社は主要顧客の減産の影響を受
け、売上は前期並みで推移したものの、経費削減等によって増
益となりました。

欧州を中心とするTMDグループは、コロナ禍で経済活動が
停滞する中、アフターマーケットにおける摩擦材の戦略的な供
給体制を整えることでシェアを伸ばし、増収となりました。また、
事業再生計画が大きく進捗したことで、黒字化を果たしました。

関連するSDGs項目

日清紡ブレーキ株式会社／TMD Friction Group S.A.

当事業は、自動車のブレーキシステムのキーパーツとなるブレーキ用摩擦材の分野で世界トップクラスの開発

力を有し、製品をグローバルに供給しています。日清紡ブレーキ（株）、TMD Friction Group、セロングループ

の3極体制で市場や顧客の違いに対応した戦略を展開、摩擦材業界のグローバルリーダーとして世界の自動車メー

カーの最適調達ニーズに対応していきます。
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事業の業績と戦略

2021年の業績概要

精密機器事業の2021年の業績は、売上高55,768百万円（前
期比8.5％増）、セグメント利益715百万円（前年同期比1,663
百万円改善）となりました。

自動車用精密部品は、自動車関連産業における半導体供給
不足やカーメーカーの減産による影響はあったものの、日清紡
精機広島では北米向け車種用排気バルブの需要が堅調であっ
たほか、顧客からの需要が増加しているEBS（電子制御ブレー
キシステム）用バルブブロック「MK100」の生産を、日清紡大
陸精密機械（揚州）有限公司での生産に移管・集約し、堅調な受
注に支えられ、生産効率も向上したことで増収・増益となりま
した。EBS用バルブブロックに関しては、自動車の電動化、自
動運転化に向けた次世代型の「MKC1」の量産を2021年3月か
ら開始しており、同製品をさらに小型・軽量化した次世代モデ
ル「MKC2」の量産開始に向けた準備も進めています。

自動車向け・空調機器向け製品等を扱う成形品事業では、コ
ロナ禍において、換気機能付き高級エアコンの需要が増加した
ことなどに伴い、国内、中国等を中心に、家電関連での顧客の
受注が拡大しました。Nisshinbo Mechatronics (Thailand) 
Ltd.では、家電関連顧客におけるワイヤーハーネス等の部品供
給不足や、自動車関連顧客における半導体供給不足による生産
調整等の影響を受けたものの、全体として需要が回復基調とな
りました。南部化成（株）グループにおいては、インドネシアの
南部化成子会社での生産を終了し、不採算事業の整理が進みま
した。これらの結果、自動車・家電・住設・医療の各分野で、コロ
ナ禍により低迷していた受注が回復し増収・増益となりました。

中長期の事業戦略

精密機器事業においては、精密部品や自動車向けヘッドランプ
用レンズ、また医療向け成形品など、今後さらなる需要増が期待
できる製品について、各工場での生産体制の充実を図っていきます。
同時に、不採算拠点・製品の見極めを通じて、生産拠点の集約など
事業再構築を進め、より一層事業基盤の強化を図っています。

事業／製品の見極めと見切り
日清紡メカトロニクス（株）の成形品事業および南部化成（株）は、

国内およびアジア(タイ、中国、インド、フィリピン、インドネシア)
に生産拠点を有しています。グローバルでの各種需要を効率的に取
り込み収益拡大につなげていくために、生産体制の最適化を図って
います。成形品事業部では、原価管理の徹底により不採算製品の抽
出と原価低減活動を強化しており、顧客への適正な価格提案へとつ
なげ収益力の改善を進めています。

南部化成グループでは、生産を終了したインドネシア子会社に続
き、中国・広州の子会社についても生産移管の方向で事業の整理を
進めているほか、九州南部化成(株)でも、主要顧客の内製化方針や
自動車向けヘッドランプのLED化に伴う蒸着仕様部品の需要減少
などの環境変化に対応して、生産体制の見直しを図っています。今
後も、南部化成グループでは、継続して不採算事業の見極めと見切
りを実施することで、経営資源を付加価値の高い事業に振り向け、
収益性の向上につなげていきます。

関連するSDGs項目

日清紡メカトロニクス株式会社

当事業では、長年にわたり培ってきたさまざまなノウハウを活かし、自動車向け金属加工の精密部品事業 

や自動車・家電向けを主とした成形品事業、および顧客ニーズを満たす各種専用機を製造するシステム機事業を 

行っています。子会社の南部化成（株）とともに、アジアを中心としてグローバルに事業展開しています。

精密機器事業
日清紡グループの事業概要中長期の事業戦略

市場環境と事業戦略
昨年顕在化した半導体供給不足やコロナ禍の猛威によるサ

プライチェーンの混乱は2022年に入っても続いており、各地
でメーカーが操業停止に陥る事態が頻発しています。しかし、
自動車の需要が消失したわけではなく、今後想定される反動需
要に伴い、日清紡ブレーキ（株）の組み付け製品の売上増も見込
まれます。また、米国をはじめ各国市場で受注を拡大した当社
の高性能な銅フリー材製品については、今後本格的な生産の立
ち上げが進む予定であり、すでに多くのラインナップが世界的
に売れ筋の車種向けに採用されていることと併せて、大きな成
長機会を捕捉していきます。

一方で、TMDグループのアフターマーケット事業は戦略的
な生産体制の強化により、さらなるシェア向上を図ります。事
業再生計画も順調に進捗しており、ドイツのEssen工場に組み
付け製品の生産を統合することにより効率的な生産が可能と
なり収益改善につながっています。今後も、ルーマニア工場の
活用などを通じた最適地生産を進めることで、さらなるコスト
競争力の強化を進めていきます。

なお、昨年来の鋼材等をはじめとした原材料費の高騰に対し
ては、その影響緩和策として、販売価格への転嫁を進めています。
TMDグループの展開するアフターマーケット向け製品を皮切
りに、粘り強い交渉を進めています。

電動化や自動運転の普及に向けて
電動化や自動運転に関連した次世代車両・ブレーキの企画は、

完成車メーカー各社において進捗しています。HV、EVなどの
電動車では制動時に電気駆動システムを活用したエネルギー
回収が行われ、従来の機械式ブレーキによる摩擦材の摩耗が
減少し、長期的には補給部品の需要減少が想定されます。一方
で、組み付け製品は長期間の使用に耐える耐久性や電子的に制
御される回生ブレーキとの協調による安定した制動力の実現、
さらに車両静粛性の高まりへの対応として、制動時のノイズ・

振動抑制に優れた高品質な製品が求められています。当社にお
いては、今後の自動車の使われ方による摩擦材への要求の変化
を見据え、電子制御ブレーキと親和性の高い製品の研究開発に
注力しています。また、持続可能な社会への積極的な取り組み
を行うべく温室効果ガス削減に対する各方面の技術開発を推
進し適用していきます。さらに、将来的なモビリティ社会に向
け、グループ企業と連携した車両足回りのセンシングについて
の研究も開始しました。お客様から信頼されるパートナーとし
て当社の価値を訴求していきます。そして、これら製品開発へ
の取り組みでは、これまでの多くの経験と知識を有効に利活用
できるデータ駆動型システムへの変革、高度化した分析手法と
CAE解析を合わせた事象のデジタル化表現の推進等、より効率
的に的確な提案を可能とするプロセスを構築しています。一方、
製造工程では、ICTを活用した生産管理、設備稼働状況の見え
る化や設備予知・予兆保全、さらには製造や検査データのAI分
析による品質管理、RPAを活用した業務の効率化の検討を加速
していきます。

カイゼン活動
世界中の各拠点で展開しているカイゼン活動は、経営の基盤

として、コロナ禍にあってもそれぞれの地域やレベルに合わせ
て積極的に活動しており、設備の自動化や画像検査で、採算性
や品質の向上といった成果を上げつつあります。グループを超
えた相互コミュニケーションや知見の共有を目的に定期的に開
催しているカイゼン活動発表会は、コロナ禍でもオンラインで
実施し、カイゼン文化を絶やさないよう工夫しています。

20.12 21.12

日清紡ブレーキ 44,057 49,048

TMD 75,106 94,072

消去等※ △ 4,337 △ 4,825

合計 114,826 138,295

20.12 21.12

日清紡ブレーキ  788 3,202

TMD △ 3,219 366

消去等※ 142 △ 10

合計 △ 2,289 3,558

（百万円） （百万円）
売上高 セグメント利益

※ TMDの無形固定資産償却含む。

日清紡グループの事業概要 ̶ ブレーキ事業
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精密部品事業の事業拡大施策
精密部品事業では、2022年以降も顧客からの需要増が見込

まれる自動車向けEBS用バルブブロックについて、生産を集約
した日清紡大陸精密機械（揚州）有限公司での操業率向上を図
りながら、自動車向けEBS用バルブブロックの生産・販売に注
力していきます。また、インドにおいては二輪車、四輪車の市
場が拡大すると見込まれており、インド政府の国策 “Make in 
India”（現地調達化生産の推進施策）に沿う形で、Continental
社との合弁会社設立を2022年内に予定しており、2023年から
の量産開始に向けて準備を進めていきます。

成形品事業の事業拡大施策
日清紡メカトロニクス（株）の成形品事業部では、家電、事務

機器向けファンの新規引き合いが増加する中で、提案力を強化
し新規受注につなげていきます。防汚ファンや小型冷却用ファ
ンといった高付加価値商品の新規開発を進め、上市に向けた活
動を継続していきます。

Nisshinbo Mechatronics (Thailand) Ltd.では、生産工程の
自動化・省人化を通じて既存製品の価格競争力を高め、高付加価
値ファンの開発・上市を通じてさらなる受注拡大を図り、コロナ
前の売上・収益水準への回復を図ります。日清紡精密機器（上海）
有限公司では、引き続きEcoクロス®・Ecoブレードターボ® の

受注拡大を図るとともに、モーターメーカーとの共同開発等を
通じて、高付加価値ファンの開発・上市で商品を差別化し、さら
なる収益力向上を図ります。また中国顧客向けに南部化成か
ら生産移管した自動車向けヘッドランプ用レンズについても、
品質管理体制の強化を進めながら生産を拡大し、さらなる受
注拡大を図ります。Nisshinbo Mechatronics India Private 
Limitedにおいては、インドでのエアコン市場の拡大が見込ま
れる中、必要な設備投資を行いながら需要を取り込みシェア拡
大へとつなげます。

南部化成グループでは、自動車分野において収益性の高いレ
ンズ分野への集中を進め、高付加価値商品であるPES（非球面体）
レンズの新規受注と拡販施策を推し進めます。

さらに医療分野の拡大も期待しています。2021年9月に南
部化成のメディカル事業を行う吉田事業所を日清紡グループの
藤枝事業所内に移転・開設し、稼働を開始しています。生産設備・
生産能力の増強や、自動化・省人化などによる生産効率の向上
を通じて、さらなる受注拡大に向けた活動を進めていきます。

主要製品紹介

自動車用EBS
バルブブロック

自動車用ヘッドライト部品 家庭用・業務用エアコンファン

20.12 21.12

精密部品等 14,387 15,891

成形品 40,669 44,038

消去等 △ 3,637 △ 4,161

合計 51,419 55,768

20.12 21.12

精密部品等 △ 78 223

成形品 △ 38 1,306

消去等 △ 832 △ 814

合計 △ 948  715

売上高 セグメント利益
（百万円） （百万円）

日清紡グループの事業概要 ̶ 精密機器事業

事業の業績と戦略

2021年の業績概要

化学品事業の2021年の業績は、売上高11,083百万円（前期
比15.7％増）、セグメント利益2,054百万円（前期比13.4％増）
となりました。

燃料電池用カーボンセパレータは、2021年に日清紡ホール
ディングスの車載開発部門を統合しました。グローバルでの燃
料電池開発が活況となる中で、競合材料に対して軽量・耐久性
の面で優位なカーボンセパレータは、高耐久用途での開発が盛
んになっており、開発・試作の引き合いが多い1年となりました。
その結果、家庭・定置用および車載向け試作品の受注増により
増収増益となりました。

機能化学品は、化学品原料費や運送費の高騰等による影響は
あったものの、海洋プラスチックごみ問題をはじめとした環境意
識の高まりを背景に水性架橋剤や生分解性樹脂向け粉状改質剤
の販売が増加し、増収増益となりました。コロナ禍での外出制限
下で需要が拡大した食品包装材や家電・パソコン関連製品向けの
販売が好調に推移したほか、自動車部品および建材関連向けの需
要も回復したことが増収に寄与しました。

断熱製品は、原料価格が高騰する中で、水処理担体が国内物件
の減少の影響を受けましたが、コロナ禍からの市況回復傾向を背
景に、プレハブ冷蔵庫、クリーンルーム、外壁材、トンネル補修工
事（裏込め注入）等、冷蔵冷凍設備用および土木用原液等の受注が
回復し増収増益となりました。保冷用途や自動車のデザインモ
デル用途向けウレタンブロックの受注も好調に推移しました。

ガラス状カーボン製品は、半導体製造装置用部品の需要が本

格的に回復して受注が増えたことで増収増益となりました。上
期はコロナ禍による市況低迷の影響が残りましたが、半導体市
場が5G通信やクラウドサービスの広がりによって需要が拡大
し、また、米中半導体摩擦をきっかけとしたサプライチェーン
再編の動きによって半導体製造装置の需要が飛躍的に拡大し
たことで、設備投資向け部品の受注が増加しました。

中長期の事業戦略

燃料電池セパレータの能力増強と開発加速
カーボンニュートラルを実現する技術として注目を集める

水素・燃料電池は、各種の非常用電源、常用電源といった定置用
の需要が拡大しており、当社カーボンセパレータにもグローバ
ルで旺盛な引き合いがあります。2023年には現状の生産能力
を超える見込みであることから、工場増設と新ライン設置を決
定し、能力増強により急増する需要に応えていきます。

また車載用では特にバス・トラック向けは世界中で開発が行
われており、これまで複数の有力メーカーと車載用燃料電池カー
ボンセパレータの開発を進めてきた当社では、旺盛なバス・トラッ
ク向けの試作品需要に応えて商業化を進めていきます。2021
年11月には自動車部品工場としての必要資格「IATF16949」を
取得し、今後さらなる製品開発と生産性・良品率の向上を進める
ことで事業拡大を図っていきます。

日清紡ケミカル株式会社

当事業では、ケミカル分野の多彩な専門技術と知的財産を結集し、環境保全と快適な暮ら

しの実現に貢献する製品の開発に取り組んでいます。なかでも環境負荷の少ない生分解性

樹脂や水性樹脂の耐久性・耐薬品性などを向上させる高機能性樹脂素材「カルボジライト」

や燃料電池セパレータなどの環境・エネルギー関連の製品群を有望な成長分野として捉え、

重点的に経営資源を投入しています。

化学品事業
日清紡グループの事業概要

関連するSDGs項目
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環境課題解決に寄与するカルボジライトの拡販
海洋プラスチックごみ問題や地球温暖化、揮発性有機化合物

（VOC）による大気汚染等の環境課題を前に、グローバルで環境
意識が高まる中、生分解性樹脂や水性塗料の利用促進が求めら
れています。カルボジライト製品は、これら課題解決に資する
生分解性プラスチックの普及や、塗料・コーティング剤の水性化、
電子材料の高性能化に欠かせない素材として需要が拡大してお
り、当社では環境配慮型製品を主たるターゲットに製品開発と
販路拡大を加速しています。特に、環境・エネルギー市場の成長
が著しいカルボジライトの未開拓地域で、販売を加速していき
ます。国内および欧米諸国では、カルボジライトの性能の高度
化要求が高まっており、ニーズに応える高付加価値製品を開発
し市場投入することで販路拡大につなげます。

断熱製品の差別化・高付加価値化に向けて
断熱製品では、断熱分野の中核製品である土木原液と硬質ブ

ロックの維持拡大と、難燃性能の高い製品の市場投入を通じて、
さらなる事業拡大に取り組みます。防振分野では、鉄道防振材
を非フォームの柱に育てるべく、軌道保守メンテナンス周期の
延伸を可能にする製品の受注拡大とともに、海外大型物件の受
注にも取り組みます。水処理分野では、日本ブランドと高い技
術開発力を武器とした差別化戦略を中国市場で推進すると同時
に、国内では市場ニーズに適合した新製品開発で、新規に民間

排水分野での受注と浄化槽市場への展開を図ります。
加えて、インフラ構造物の安全策に資する展開として、断熱

にこだわらない新規開発を通じて新たな高付加価値製品を育て、
事業領域の拡大も図ります。世界的に原料調達が困難な状況下、
製品の安定供給を重視し、代替製品の開発も継続していきます。

長期的な成長が見込めるガラス状カーボン製品
ガラス状カーボン製品の主要用途である半導体市場では、今

後も市況の増減はあるものの、CASEやメタバースの浸透により、
長期的な成長が期待されます。ファブレスメーカーやファウン
ドリーの躍進、中国の内製化など、主要プレーヤーの変化も見
られる中で、当社は技術開発と生産設備の供給で重要な役割を
担う半導体製造装置メーカーやコンポーネントメーカーとの協
業を強化しています。特に、半導体の設備投資を牽引する先端
半導体セグメントに注力し、材料の高度化への要求に応え、微
細化プロセスの量産を支えるキーマテリアルを提供することで
事業成長を図ります。今後も旺盛な需要が見込まれるガラス状
カーボン製品の生産能力の増強と、先端半導体の微細化に対応
する新製品開発を進めていきます。

20.12 21.12

環境・エネルギー関連製品※ 8,271 9,601

カーボンほか 1,492 1,730

消去等 △ 186 △ 248

合計 9,577 11,083

20.12 21.12

環境・エネルギー関連製品※ 1,630 1,697

カーボンほか 182 358

消去等 △ 1 △ 1

合計 1,811 2,054

（百万円） （百万円）
売上高 セグメント利益

※ 燃料電池セパレータ、カルボジライト、断熱材

主要製品紹介

燃料電池セパレータ カルボジライト 水処理担体：APG

日清紡グループの事業概要 ̶ 化学品事業

事業の業績と戦略

2021年の業績概要

繊維事業の2021年の業績は、売上高34,478百万円（前期比
1.5％増）、セグメント損失1,022百万円（前期より210百万円
悪化）となりました。

シャツ事業は、新型コロナウイルス感染症拡大によりビジ
ネス衣料品需要が減退し、流通段階の急激な在庫調整により
シャツ用生地の販売が大きく落ち込みました。東京シャツ（株）
は、テレワーク普及によるビジネスシャツの需要減退と緊急事
態宣言の発出延長に伴う人流減少や店舗の一時閉鎖などによ
り実店舗販売が低迷し、オンライン販売は前期比増収となった
ものの、計画には至りませんでした。ユニフォーム事業は、ワー
キングアパレルの在庫調整が収束し、下期以降市況が回復した
ほか、需要が堅調な食品工場やメディカル分野への販売が好調
に推移したことで販売が増加しました。開発素材事業は、化粧
雑貨用不織布ならびにレッグウエア用スパンデックス糸が、外
出自粛による生活様式の変化で市場が大幅縮小し販売が低迷
し、医療マスク用モビロンテープの米国向け輸出は堅調に推移
しましたが、事業全体の業績は前年を下回りました。

海外では、インドネシア子会社はコロナ禍による社会活動
制限の影響等により生産が減少し、日本向けおよび「外―外ビ
ジネス」ともに販売が振るわず、売上・損失ともに前期並みとな
りました。ブラジル子会社は、原綿コスト上昇分の価格転嫁を
進め、新鋭紡績設備による差別化糸の販売が順調に推移したこ
とで増収増益となりました。

中長期の事業戦略

市場環境と事業戦略
衣料品消費と直結した繊維事業は、コロナ禍での外出自粛や

テレワークの普及といった生活様式・消費行動の変化の影響を
大きく受けましたが、衣料品のオンライン販売やビジネススタ
イルのカジュアル化に対応したサービス・商品、ならびに天然
素材を中心としたSDGsを具現化する環境商品には大きなビジ
ネスチャンスがあります。また、世界の人口は依然増加を続け
ており、ことアジアにおいては経済成長も著しいことから、世
界の繊維製品市場はさらなる拡大が予想されます。

そうした市場環境の中、繊維事業では、「サステナブルな繊維
事業への転換」を強力に推進します。環境・健康・快適を軸とし
た高機能性商品の開発にリソースを集中すると同時に、環境に
配慮したモノづくりを強みにグローバルビジネスの拡大を早期
に実現し、事業収益力の再構築を図ります。

事業収益力の再構築
市場ニーズを先取りし環境・健康・快適商品を積極的に市場

投入することで、トップシェアの維持・拡大を目指します。ま
た、次世代商品の開発と原材料を含めた製造コストダウンによ
り収益力の再構築を図っていきます。特にシャツ分野において
は、省電力に貢献するノーアイロンシャツ「アポロコットシャツ」
に新たな機能性を付与した次世代型商品を早期開発・市場投入
することでシェア拡大を図っていきます。

関連するSDGs項目日清紡テキスタイル株式会社

当事業は、1907年の日清紡績（株）の創業以来、高い技術力と品質で日本の繊維業界をリードしてきました。 

紡織・加工・縫製分野においてグローバルに事業を展開し、開発から生産に至るまで、世界トップクラスのレベル 

を誇っています。加工技術の粋を集めた「アポロコット」ブランドをグローバル市場に拡販していきます。

繊維事業
日清紡グループの事業概要

62 63

ど
こ
か
ら
来
て
、ど
こ
に
向
か
う
の
か

ど
う
経
営
す
る
の
か

特
集

ど
う
持
続
す
る
の
か

事
業
概
要

デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン



20.12 21.12

日本 29,514 27,651

海外 14,166 17,075

消去等 △ 9,723 △ 10,248

合計 33,957 34,478

20.12 21.12

日本 △ 842 △ 1,269

海外 △ 31 213

消去等 61 34

合計 △ 812 △ 1,022

（百万円） （百万円）
売上高 セグメント利益

市場変化に対応した事業変革
東京シャツ（株）においては、実店舗の再編を進め、DXの推進

を通じてOMOビジネス主体の収益構造へと事業変革を図りま
す。また、「脱中国」やアジアにおけるリスク分散の動きを好機
と捉え、インドネシア一貫素材の優位性を活かしたグローバル
ビジネスの拡大を、スピード感をもって進めていきます。

「環境」・「健康」領域でのサステナブルな繊維事業の展開
環境・健康・快適商品を軸としたサステナブル商品群の開発・

展開を推し進めるとともに、モノづくりの環境対応として石炭
燃料からの脱却を図り、CO2排出量や水使用量の削減に積極的
に取り組み、環境規制に対応した環境配慮型工場への転換を図
ります。

また、化粧雑貨用不織布ならびにレッグウエア用スパンデッ
クス糸やエラストマー事業の原料のエコ化やリサイクル化を推
進するとともに、「シャツ再生プロジェクト」などのサーキュラ
エコノミー型事業へも挑戦していきます。

「環境」をテーマとした新規事業領域の開拓
新しい環境事業として、「シャツ再生プロジェクト」、「セルロー

スナノファイバー活用プロジェクト」に取り組んでいます。
「シャツ再生プロジェクト」は、日清紡ホールディングス（株）

新規事業開発本部と信州大学との共同研究で、着用しなくなっ
た綿製シャツを回収・裁断し、コットンを溶解・再生繊維化する
ことで、新たなシャツに生まれ変わらせるプロジェクトです。
2021年より実用化に向けた研究開発を本格化させ、2023年の
試験生産を目指しています。

次世代環境商品として進めている「セルロースナノファイバー
活用プロジェクト」は、製造工程から発生する裁断くずや落綿な
どの廃棄物をナノファイバー化し、再凝縮してさまざまな用途
に活用するプロジェクトです。現在開発中のセルロースナノファ
イバーをスクラブ剤に使用した石鹸は、海洋マイクロプラスチッ
ク問題の解決に貢献することを目指しています。

主要製品紹介

ノーアイロンシャツ アポロコット
日清紡テキスタイル（株）が総力をあげて開
発した「アポロコット」は、次世代ノーアイ
ロンシャツとして、顧客から高い評価をいた
だいており、さらにハンカチ、ビジネスニッ
トシャツ、コットンビジネスパンツなど続々
と製品バリエーションを広げています。

不織布 オイコス
『織らない布』である不織布「オイコ
ス」は、繊維をジェット水流でシート
状に仕上げるスパンレース製法を採
用し安全性に優れ、大変衛生的でエコ
ロジーな素材です。化粧・生活雑貨か
ら、工業関係まで幅広い分野で使用さ
れています。

モビロン・エラストマー
独自の技術で開発したスパンデックス（ポリウレタン弾性繊
維）「モビロン」は、ソフトな伸び、高い形態安定性などの特性
を活かし、衣料や資材分野などさまざまなカテゴリーに拡大
中です。
エラストマーは、独自技術により開発した熱可塑性ウレタ
ン素材で、伸縮性・柔軟性に優れ、耐久性も高いため、衣料
品やマスク部材、各種産業資材に幅広く使用されています。

日清紡グループの事業概要 ̶ 繊維事業

関連するSDGs項目

日清紡ホールディングス株式会社

当事業は、グループ会社の事業転換に伴う事業所跡地などを再開発し、新規事業の立ち上げやグローバル展

開など、グループ全体の成長戦略に必要な資金を創出しています。収益は賃貸事業と分譲事業に大別され、 

2009年の分社化以降は分譲事業を積極的に進めています。当社が保有する日本各地の土地・施設は、立地的 

に資産価値が高いものが多く、当事業の高収益の源泉となっています。

不動産事業
日清紡グループの事業概要

20.12 21.12

20,279 15,584

20.12 21.12

11,511 9,388

売上高 セグメント利益
（百万円） （百万円）

事業の業績と戦略

2021年の業績概要

不動産事業の2021年の業績は、売上高15,584百万円（前期
比23.2％減）、セグメント利益9,388百万円（同18.4％減）とな
りました。

分譲事業は東京都三鷹市のマンション販売をはじめ徳島県北
島町、滋賀県東近江市および愛知県岡崎市の土地販売を実施し
たことにより高収益を確保しましたが、三鷹市のマンション販
売戸数が多かった前期との比較では減収減益となりました。一
方、土地賃貸事業やオフィスビル・商業施設の建物賃貸事業は、
堅調に推移しました。

中長期の事業戦略

2022年は、土地やオフィスビル・商業施設用建物の賃貸によ
る安定した賃貸事業と、土地販売などの分譲事業の継続により、
前年に引き続き高収益を確保する見込みです。

当事業は、全社での経営計画達成に向けた資金創出を担う役
割を継続しつつ、グループ全体の不動産の有効活用を推進して

います。以下のプロジェクトを中心に、今後も継続的、安定的な
収益の確保を見込んでいます。

美合事業所跡地（愛知）の再開発は、引き続き全357区画の戸
建ておよび医療・福祉施設用地の販売を実施します。

西新井社宅（東京）の賃貸マンション建て替え事業は、第1期
（50戸）が竣工し賃貸を開始しており、第2期（149戸）は2024年
より賃貸を開始する計画です。

能登川工場跡地（滋賀）では、129戸のマンションの建築を開
始しており、2023年の販売を予定しています。

新規案件では、浜松工場跡地（静岡）の商業施設用地を2022
年および2023年に販売する計画を進めています。

また、日本無線（株）清風寮跡地（東京）においても賃貸マンショ
ン（50戸）の建築計画を進めています。2022年より開発、建築工
事に着手し、2024年より賃貸を開始する計画です。

さらに日清紡都市開発（株）が所有する芝浦日新ビル（東京）に
おいても、大手住宅メーカーとの共同事業で賃貸マンションの
建築計画を進めています。
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財務報告

2012.03 2013.03 2014.03 2015.03 2016.03 2017.03 2018.03 2018.12 2019.12 2020.12 2021.12

業績（百万円）

売上高 ¥379,340 ¥450,693 ¥494,350 ¥523,757 ¥533,989 ¥527,274 ¥512,047 ¥416,221 ¥509,660 ¥457,051 ¥510,643

エレクトロニクス事業 169,906 175,307 187,742 209,115 205,367 190,851 193,620 ̶ ̶ ̶ ̶

無線・通信事業 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 90,427 152,212 144,312 155,084

マイクロデバイス事業 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 53,776 65,285 61,140 77,373

ブレーキ事業 47,450 118,849 148,699 161,886 165,037 146,061 154,204 135,007 131,338 114,826 138,295

精密機器事業 25,190 24,520 28,655 28,607 29,525 60,687 64,918 62,219 65,428 51,419 55,768

化学品事業 8,258 8,150 8,810 8,138 8,285 9,482 11,285 8,173 9,390 9,577 11,083

繊維事業 60,963 54,736 54,629 51,072 60,127 55,842 54,639 43,659 49,505 33,957 34,478

紙製品事業 30,220 30,524 31,685 31,280 32,584 32,647 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

不動産事業 9,081 15,366 10,567 9,246 8,357 8,083 8,405 4,236 11,655 20,279 15,584

その他事業 28,268 23,238 23,560 24,410 24,703 23,616 24,973 18,720 24,844 21,538 22,974

営業利益 4,170 13,393 13,175 13,744 12,617 4,890 15,085 △2,505 6,482 1,248 21,788

親会社株主に帰属する当期純利益 9,415 6,418 9,011 13,693 10,775 3,574 26,352 △7,182 △6,604 13,540 24,816

財政状態（百万円）

純資産 ¥213,750 ¥242,623 ¥276,865 ¥306,937 ¥284,471 ¥275,753 ¥290,434 ¥264,849 ¥252,535 ¥242,067 ¥272,631

総資産 534,583 551,933 611,310 678,486 651,793 646,288 651,958 622,381 617,527 581,204 604,799

設備投資額 15,704 20,123 19,895 36,909 22,861 30,505 30,103 27,199 32,387 25,869 26,481

減価償却費 14,549 18,968 21,485 23,110 22,570 22,263 22,183 19,816 24,954 22,124 23,165

キャッシュ・フロー（百万円）        

営業活動によるキャッシュ・フロー ¥12,973 ¥34,095 ¥26,075 ¥37,120 ¥39,566 ¥26,768 ¥32,414 ¥15,495 ¥26,249 ¥42,590 ¥39,827

投資活動によるキャッシュ・フロー △57,860 △10,973 △19,862 △21,271 △22,793 △31,429 △1,797 △20,723 △21,759 △6,321 △16,767

財務活動によるキャッシュ・フロー 16,835 △24,072 △2,321 △6,238 △9,044 3,595 △34,784 11,935 △10,065 △24,230 △30,818

1株当たり情報（円）

当期純利益 ¥53.83 ¥36.74 ¥51.60 ¥80.33 ¥67.93 ¥22.52 ¥160.59 ¥△43.26 ¥△39.45 ¥81.38 ¥149.08

純資産 1,063.19 1,198.67 1,369.78 1,634.07 1,472.26 1,444.94 1,659.29 1,457.26 1,431.35 1,375.19 1,556.01

配当金 15.00 15.00 15.00 15.00 30.00 30.00 30.00 30.00 30.00 30.00 30.00

主要な経営指標（%）

自己資本比率 34.7 37.9 39.1 38.2 35.9 35.5 41.2 40.1 38.6 39.4 42.8

総資産利益率（ROA） 1.9 1.2 1.5 2.1 1.6 0.6 4.1 △1.1 △1.1 2.3 4.2

自己資本利益率（ROE） 5.1 3.2 4.0 5.5 4.4 1.5 10.6 △2.8 △2.7 5.8 10.2

配当性向 27.9 40.8 29.1 18.7 44.2 133.2 18.7 ̶ ̶ 36.9 20.1

（注） 1. 2016年10月に連結子会社であるニッシン・トーア（株）と岩尾（株）が合併したことに伴い、2017年3月期より、従来「その他事業」としていた岩尾（株）の衣料繊維事業を 
「繊維事業」へと変更した。2013年3月期以降の実績は変更後の数字に基づき記載している。

	 2. 2016年3月期よりエラストマー事業を化学品事業から繊維事業へ移管したことに伴い、2015年3月期以降の実績は移管後の数字に基づき記載している。
	 3. 2018年12月期より、決算日を3月31日から12月31日に変更した。
	 4. 2019年12月期に業績管理区分の見直しを行い、従来のエレクトロニクス事業を無線・通信事業とマイクロデバイス事業に分割して記載している。	

過去11年の主要財務指標の推移
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財務報告

業績概況
当期の売上高は、無線・通信事業が好調に推移したことに加え、コロナ禍の影響から回復しつつあるマイクロデバイス事業、ブレー

キ事業および精密機器事業が増収となり、510,643百万円（前期比53,591百万円増、11.7%増）となりました。増収により営業利益
は21,788百万円（同20,540百万円増）、経常利益も為替差益等により25,358百万円（同21,892百万円増、631.5%増）となりました。
親会社株主に帰属する当期純利益は、投資有価証券売却益等の特別利益は減少したものの、経常利益増に加え法人税等が減少したこ
と等により24,816百万円（同11,275百万円増、83.3%増）となりました。

配当金
配当は、中間および期末の年2回、連結配当性向30%程度を目安に、安定的かつ継続的に実施することを基本としています。成長に

向けた内部留保を十分確保できた場合は、安定性にも配慮した上で、自社株買い入れ等も含め、より積極的な株主還元を行う方針です。
自己株式は消却を原則としますが、大きな株主価値の向上に資するM&A案件が存在する場合は株式交換または株式交付に活用するこ
ともあります。当期の1株当たりの年間配当額は、前期同様の30円となりました。

HIGHLIGHTS
◦無線・通信事業が好調に推移したほか、コロナ禍の影響から回復しつつあるマイクロデバイス事業、ブレーキ事業および精密機器

事業が増収となり、グループ売上高は増収となりました。 
◦経常利益増に加え法人税等の減少により親会社株主に帰属する当期純利益は増益となりました。
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経営者による財務・経営成績の分析

※ 前期比較のため、2018年12月期の調整後数値を記載しています。

資金調達の状況
当期において、コロナ禍による影響の長期化リスクも勘案し、

当社は主要銀行とのコミットメントライン契約を同額で維持
し30,000百万円で更改したほか、当座貸越枠、コマーシャル・
ペーパーも引き続き十分な調達枠を維持しており、必要とさ
れる流動性を確保しています。

キャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果増加した現金及び現金同等物は39,827
百万円となりました。これは主として税金等調整前当期純利
益22,896百万円、減価償却費23,165百万円によるものです。 
投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果減少した現金及び現金同等物は16,767
百万円となりました。これは主として有形固定資産の取得に
よる支出 △20,111百万円によるものです。
財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果減少した現金及び現金同等物は30,818
百万円となりました。これは主として短期借入金の純増減額
5,279百万円、長期借入金の返済による支出△28,148百万
円、配当金の支払額△4,993百万円によるものです。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は42,596
百万円と前期から6,102百万円減少しました。

中期的な会社の経営戦略
当社グループはグループ経営・グローバル経営における多様性の中での団結を図り、企業理念「挑戦と変革。地球と人びとの未来を創

る。」の具現化を通して、サステナブルな社会の実現に貢献していきます。「環境・エネルギーカンパニー」グループとして、地球環境保
護や代替エネルギーに寄与する製品・システムの提供等に積極的に取り組むとともに、「企業の本質は人間集団であり事業は借り物」と
捉え、事業ポートフォリオの変革を着実に進めています。また、「モノ」づくりの強みをベースに「コト」「サービス」の視点を高め、DXに
よる新たな社会課題へのソリューションを提供する業容へと変化し、超スマート社会の実現を目指しています。

当社グループは主力であるモビリティ分野の拡充に加え、インフラストラクチャー&セーフティー分野、ライフ&ヘルスケア分野へ
の製品・サービスを提供するこれら「戦略的事業領域」に経営資源を集中させ、無線・通信技術、電子デバイス技術、ケミカル技術等を融
合させ、グループ横断的に事業を拡大していきます。自動車向けには銅レス・銅フリー摩擦材の開発・拡販によりグローバル市場をリー
ドしつつ、カーボンセパレータなど燃料電池車用部材の事業化を加速させています。また、自動運転技術のキーとなるデバイスの供給
やセンサの開発を進め、自動車と交通インフラとの通信ネットワーク構築をはじめ、船舶自動航行や衛星通信・航空機・ドローンの管制
制御に必要なレーダー、センサ、デバイスの開発も進めています。気候変動に対するソリューションとして安心・安全な社会インフラの
提供やメディカル分野でも無線・通信技術、電子デバイス技術などを中心に横断的な取り組みを進め、さらには、開発されたシステム・
プラットフォームによって収集されたデータを活用するサービスビジネス創出にも取り組んでいます。

サステナビリティ・ガバナンスに注力しカーボンニュートラルを目指す中、TCFDへの取り組みもスタートさせ、コロナ禍によっ
てもたらされるパラダイムシフトに柔軟かつ積極的に対応していきます。こうした事業活動を通じて、当社グループでは、2025年に
ROE12%の達成を目指します。

会計基準の選択
当社グループは日本基準を適用していますが、グローバルな事業展開の推進を経営の基本方針とし、海外事業比率が今後も高まることか

ら、国際的に統一された会計基準であるIFRS（国際財務報告基準）の任意適用を検討していますが、現時点では任意適用時期などは未定です。
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（十億円）

設備投資

設備投資
当社グループは、長期的成長分野への重点的な設備投資を基本

に、製造設備の新鋭化や環境対策、新興市場における需要増対応な
どを目的とした設備投資を行っています。当期は26,481百万円の
設備投資を実施しました。主たる内容は、無線・通信事業における
日本無線グループの基幹システムおよびソリューション・特機事
業の試験装置等に4,534百万円、マイクロデバイス事業における
新日本無線（株）の電子デバイス製品製造設備や研究開発設備等に
2,888百万円、リコー電子デバイス（株）の電子デバイス製品製造設
備投資等に1,348百万円、ブレーキ事業におけるTMDグループの
摩擦材製造設備等に6,093百万円、NISSHINBO AUTOMOTIVE 
MANUFACTURING INC. の 銅規制対応摩擦材製造設備等 に
1,004百万円、精密機器事業における南部化成（株）の成形品製造
設備等に1,996百万円、日清紡大陸精密機械（揚州）有限公司の精
密加工部品製造設備等に1,471百万円です。

財政状態
当期末の総資産は前期末比23,594百万円増の604,799百万円となりました。主な要因はたな卸資産の増加6,495百万円、受取手形

及び売掛金の増加6,462百万円、繰延税金資産の増加5,398百万円です。
負債は同6,968百万円減の332,167百万円となりました。主な要因は短期借入金の増加5,806百万円、支払手形及び買掛金の増加

4,970百万円、長期借入金（1年内返済予定の長期借入金含む）の減少24,753百万円です。
純資産は同30,563百万円増の272,631百万円となりました。主な要因は利益剰余金の増加19,822百万円、為替換算調整勘定の増

加7,171百万円です。
以上の結果、自己資本比率は同3.4ポイント上昇の42.8%となりました。
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2020.12 2021.12

資産の部

流動資産

現金及び預金 ¥50,547 ¥44,940

受取手形及び売掛金 100,453 106,915

電子記録債権 14,771 15,451

商品及び製品 45,140 46,316

仕掛品 49,172 47,541

原材料及び貯蔵品 22,032 28,983

その他 10,763 14,723

貸倒引当金 △622 △719

流動資産合計 292,258 304,152

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 60,247 60,162

機械装置及び運搬具（純額） 52,102 55,481

土地 34,297 34,364

建設仮勘定 6,803 6,708

その他（純額） 15,474 16,032

有形固定資産合計 168,924 172,748

無形固定資産

のれん 4,595 3,304

その他 9,113 11,225

無形固定資産合計 13,709 14,529

投資その他の資産

投資有価証券 79,218 74,456

長期貸付金 173 345

退職給付に係る資産 10,003 14,560

繰延税金資産 4,585 9,984

その他 13,787 15,569

貸倒引当金 △1,456 △1,547

投資その他の資産合計 106,311 113,368

固定資産合計 288,945 300,646

資産合計 ¥581,204 ¥604,799

2020.12 2021.12
売上高 ¥457,051 ¥510,643
売上原価 365,434 395,161
売上総利益 91,616 115,482
販売費及び一般管理費 90,368 93,693
営業利益 1,248 21,788
営業外収益

受取利息 239 449
受取配当金 1,691 1,199
持分法による投資利益 2,574 2,674
為替差益 ― 2,254
雑収入 2,431 1,760
営業外収益合計 6,936 8,337

営業外費用
支払利息 1,137 1,144
売上割引 575 588
為替差損 1,275 ―
製品保証引当金繰入額 529 1,650
雑損失 1,200 1,383
営業外費用合計 4,718 4,767

経常利益 3,466 25,358
特別利益

固定資産売却益 1,315 1,105
投資有価証券売却益 19,205 2,417
関係会社株式売却益 5 ―
製品保証引当金戻入額 296 ―
海外訴訟損失引当金戻入額 ― 68
偶発損失引当金戻入額 330 ―
助成金収入 892 147
新株予約権戻入益 16 26
債務免除益 ― 486
預託金戻入益 836 ―
特別利益合計 ¥22,898 ¥4,251

2020.12 2021.12
当期純利益又は当期純損失（△） ¥12,661 ¥26,187
その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △13,786 31
繰延ヘッジ損益 21 7
為替換算調整勘定 △5,004 6,892
退職給付に係る調整額 927 3,771
持分法適用会社に対する持分相当額 13 1,223
その他の包括利益合計 ¥△17,829 ¥11,926

2020.12 2021.12
包括利益 ¥△5,168 ¥38,114

（内訳）
親会社株主に係る包括利益 △4,295 35,723
非支配株主に係る包括利益 ¥△872 ¥2,391

2020.12 2021.12
特別損失

固定資産売却損 ¥274 ¥114
固定資産廃棄損 358 215
減損損失 3,836 1,618
投資有価証券売却損 4 0
投資有価証券評価損 307 ―
関係会社出資金評価損 ― 36
子会社事業構造改善費用 463 1,694
事業構造改善引当金繰入額 446 2,922
新型コロナウイルス感染症関連損失 644 112
特別損失合計 6,335 6,714

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△） 20,030 22,896

法人税、住民税及び事業税 7,961 4,273
法人税等調整額 △592 △7,565
法人税等合計 7,368 △3,291
当期純利益又は当期純損失（△） 12,661 26,187
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △879 1,371
親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

¥13,540 ¥24,816

2020.12 2021.12
負債の部

流動負債
支払手形及び買掛金 ¥39,636 ¥44,606
電子記録債務 18,801 21,289
短期借入金 35,247 41,054
コマーシャル・ペーパー 30,000 30,000
1年内返済予定の長期借入金 27,990 6,356
未払法人税等 6,316 3,432
製品保証引当金 1,175 2,342
賞与引当金 3,093 2,145
役員賞与引当金 209 288
工事損失引当金 65 17
事業構造改善引当金 388 1,973
環境対策引当金 ― 94
偶発損失引当金 348 396
その他の引当金 5 7
その他 39,571 46,385
流動負債合計 202,852 200,391

固定負債
長期借入金 57,091 53,972
繰延税金負債 12,136 11,001
役員退職慰労引当金 34 17
事業構造改善引当金 1,495 2,216
環境対策引当金 101 5
海外訴訟損失引当金 424 394
その他の引当金 59 58
退職給付に係る負債 52,770 51,966
資産除去債務 818 715
その他 11,352 11,427
固定負債合計 136,284 131,775

負債合計 339,136 332,167
純資産の部

株主資本
資本金 27,669 27,698
資本剰余金 20,450 19,882
利益剰余金 174,097 193,920
自己株式 △15,950 △15,952
株主資本合計 206,266 225,548

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 25,782 25,813
繰延ヘッジ損益 △2 5
為替換算調整勘定 △1,157 6,013
退職給付に係る調整累計額 △2,016 1,680
その他の包括利益累計額合計 22,605 33,511

新株予約権 150 124
非支配株主持分 13,045 13,446
純資産合計 242,067 272,631

負債純資産合計 ¥581,204 ¥604,799

連結貸借対照表
2021年12月31日時点

連結損益計算書
2021年12月31日に終了した会計年度

連結包括利益計算書
2021年12月31日に終了した会計年度

（百万円） （百万円） （百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

財務報告
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財務報告

連結キャッシュ・フロー計算書
2021年12月31日に終了した会計年度

セグメント情報
2021年12月31日に終了した会計年度

2020年12月期

2021年12月期

（百万円） （百万円）

（百万円）
2020.12 2021.12

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△） ¥20,030 22,896

減価償却費 22,124 23,165

減損損失 3,836 1,618

のれん償却額 1,832 1,334

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9 177

退職給付に係る負債の増減額
（△は減少） △321 △1,187

受取利息及び受取配当金 △1,931 △1,648

支払利息 1,137 1,144

持分法による投資損益（△は益） △2,574 △2,674

投資有価証券売却損益（△は益） △19,201 △2,417

投資有価証券評価損益（△は益） 307 ―

関係会社株式売却損益（△は益） △5 ―

関係会社出資金評価損 ― 36

固定資産処分損益（△は益） △682 △775

製品保証引当金戻入額 △296 ―

偶発損失引当金戻入額 △330 ―

助成金収入 △892 △147

子会社事業構造改善費用 463 1,694

事業構造改善引当金繰入額 446 2,922

債務免除益 ― △486

売上債権の増減額（△は増加） 12,995 △5,347

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,499 △5,432

仕入債務の増減額（△は減少） △3,042 6,584

その他 3,126 6,464

小計 42,531 47,921

利息及び配当金の受取額 5,623 5,374

利息の支払額 △1,131 △1,156

助成金の受取額 807 147

子会社事業構造改善費用の支払額 △827 △1,461

法人税等の支払額 △6,131 △11,099

法人税等の還付額 1,718 101

営業活動によるキャッシュ・フロー ¥42,590 ¥39,827

2020.12 2021.12

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 ¥△2,002 ¥△2,173

定期預金の払戻による収入 275 1,888

有形固定資産の取得による支出 △24,601 △20,111

有形固定資産の売却による収入 2,265 1,852

投資有価証券の取得による支出 △35 △118

投資有価証券の売却による収入 22,303 5,596

短期貸付金の増減額（△は増加） 81 69

連結の範囲の変更を伴う子会社
株式の取得による支出 △1,328 ―

その他 △3,279 △3,771

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,321 △16,767

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △11,210 5,279

長期借入れによる収入 36,518 2,698

長期借入金の返済による支出 △41,467 △28,148

長期預り金の受入による収入 111 32

長期預り金の返還による支出 △642 △762

自己株式の取得による支出 △3 △2

配当金の支払額 △4,991 △4,993

非支配株主への配当金の支払額 △305 △119

連結の範囲の変更を伴わない子
会社株式の取得による支出 ― △2,522

その他 △2,239 △2,278

財務活動によるキャッシュ・フロー △24,230 △30,818

現金及び現金同等物に係る
換算差額 △607 1,655

現金及び現金同等物の増減額
（△は減少） 11,430 △6,102

現金及び現金同等物の期首残高 37,268 48,699

現金及び現金同等物の期末残高 ¥48,699 42,596

報告セグメント

無線・通信 マイクロ
デバイス ブレーキ 精密機器 化学品 繊維 不動産 計 その他（注） 合計

売上高

外部顧客への売上高 ¥155,084 ¥77,373 ¥138,295 ¥55,768 ¥11,083 ¥34,478 ¥15,584 ¥487,668 ¥22,974 ¥510,643

セグメント間の内部
売上高又は振替高 946 1,089 25 565 159 22 1,382 4,191 1,867 6,058

計 ¥156,031 ¥78,462 ¥138,320 ¥56,334 ¥11,242 ¥34,501 ¥16,967 ¥491,860 ¥24,841 ¥516,701

セグメント利益
又は損失（△） ¥7,814 ¥4,291 ¥3,558 ¥715 ¥2,054 ¥△1,022 ¥9,388 ¥26,799 ¥133 ¥26,933

セグメント資産 ¥175,886 ¥75,311 ¥148,709 ¥71,823 ¥11,310 ¥38,099 ¥37,581 ¥558,722 ¥32,757 ¥591,480

その他の項目

減価償却費 ¥3,934 ¥3,965 ¥7,726 ¥4,416 ¥330 ¥1,360 ¥915 ¥22,650 ¥225 ¥22,876

有形固定資産及び
無形固定資産の
増加額

¥4,701 ¥4,236 ¥9,878 ¥4,511 ¥1,377 ¥562 ¥1,782 ¥27,050 ¥85 ¥27,135

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントである食品、産業資材等の商社機能等が含まれています。

報告セグメント

無線・通信 マイクロ
デバイス ブレーキ 精密機器 化学品 繊維 不動産 計 その他（注） 合計

売上高

外部顧客への売上高 ¥144,312 ¥61,140 ¥114,826 ¥51,419 ¥9,577 ¥33,957 ¥20,279 ¥435,512 ¥21,538 ¥457,051

セグメント間の内部
売上高又は振替高 397 876 20 421 180 16 1,398 3,311 2,571 5,882

計 ¥144,709 ¥62,016 ¥114,847 ¥51,840 ¥9,758 ¥33,973 ¥21,677 ¥438,823 ¥24,109 ¥462,933

セグメント利益
又は損失（△） ¥2,575 ¥△3,895 ¥△2,289 ¥△948 ¥1,811 ¥△812 ¥11,511 ¥7,953 ¥248 ¥8,201

セグメント資産 ¥170,434 ¥74,113 ¥131,964 ¥70,056 ¥10,432 ¥42,569 ¥40,983 ¥540,555 ¥30,422 ¥570,978

その他の項目

減価償却費 ¥3,735 ¥4,315 ¥6,744 ¥4,058 ¥213 ¥1,439 ¥914 ¥21,422 ¥224 ¥21,647

有形固定資産及び
無形固定資産の
増加額

¥7,167 ¥4,818 ¥7,684 ¥3,869 ¥107 ¥1,070 ¥397 ¥25,116 ¥6 ¥25,123

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントである食品、産業資材等の商社機能等が含まれています。

（百万円）
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日清紡グループ主要関係会社一覧 主な外部評価

主要関係会社 所在地 主要製品・サービス
● 無線・通信

日本無線（株） 日本 防災システム・移動体通信機器
JRCモビリティ（株） 日本 車載用レーダー・超音波センサ

● マイクロデバイス
日清紡マイクロデバイス（株） 日本 電子デバイス製品・マイクロ波製品

● ブレーキ
日清紡ブレーキ（株） 日本 自動車用ブレーキ摩擦材
TMD FRICTION GROUP S.A. 欧州 自動車用ブレーキ摩擦材
SAERON AUTOMOTIVE CORPORATION 韓国 自動車用ブレーキ摩擦材
NISSHINBO AUTOMOTIVE MANUFACTURING INC. 米国 自動車用ブレーキ摩擦材
NISSHINBO SOMBOON AUTOMOTIVE CO., LTD. タイ 自動車用ブレーキ摩擦材
日清紡賽龍（常熟）汽車部件有限公司 中国 自動車用ブレーキ摩擦材

● 精密機器
日清紡メカトロニクス（株） 日本 成形品・自動車用精密部品
南部化成（株） 日本 成形品
日清紡精機広島（株） 日本 自動車用精密部品
日清紡大陸精密機械（揚州）有限公司 中国 自動車用精密部品
NISSHINBO MECHATRONICS (THAILAND) LTD. タイ 成形品
コンチネンタル・オートモーティブ（株） 日本 自動車用精密部品

● 化学品
日清紡ケミカル（株） 日本 ウレタン製品・高機能化学品

● 繊維
日清紡テキスタイル（株） 日本 シャツ・開発素材
ニッシントーア・岩尾（株） 日本 繊維製品
東京シャツ（株） 日本 シャツ
NISSHINBO DO BRASIL INDUSTRIA TEXTIL LTDA. ブラジル 紡績
PT. NIKAWA TEXTILE INDUSTRY インドネシア 紡績・織布
PT. NISSHINBO INDONESIA インドネシア 織布、染色加工

● 不動産
日清紡都市開発（株） 日本 不動産事業

● その他
NISSHINBO SINGAPORE PTE. LTD. シンガポール グループ関連会社支援業務
日清紡企業管理（上海）有限公司 中国 グループ関連会社支援業務

本社

（2022年6月1日現在）

ESGインデックス

CDP水セキュリティ2021評価
CDP気候変動2021評価

経済産業省「ゼロエミ・チャレンジ企業」に選定

健康経営優良法人2022に認定

子育てサポート企業として「くるみん」認定

ESG活動への外部評価

MSCI ESG RATINGS
THE USE BY NISSHINBO HOLDINGS INC. OFANY MSCI 
ESG RESEARCH LLC OR ITS AFFILIATES (“MSCI”) 
DATA, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, 
SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT 
CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT, 
RECOMMENDATION, OR PROMOTION OF NISSHINBO 
HOLDINGS INC. BY MSCI. MSCI SERVICES AND DATA 
ARE THE PROPERTY OF MSCI OR ITS INFORMATION 
PROVIDERS, AND ARE PROVIDED 'AS-IS' AND 
WITHOUT WARRANTY. MSCI NAMES AND LOGOS ARE 
TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI.

FTSE Blossom Japan Sector Relative Index

FTSE Russell (FTSE International Limited と Frank Russell 
Companyの登録商標)はここに日清紡ホールディングス株式会
社が第三者調査の結果、FTSE Blossom Japan Sector Relative 
Index組み入れの要件を満たし、本インデックスの構成銘柄と
なったことを証します。FTSE Blossom Japan Sector Relative 
Indexはサステナブル投資のファンドや他の金融商品の作成・評
価に広く利用されます。

MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指数
THE INCLUSION OF NISSHINBO HOLDINGS INC. 
IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI 
LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR 
INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE 
A SPONSORSHIP,  ENDORSEMENT OR 
PROMOTION OF [ISSUER ENTITY NAME] BY 
MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI 
INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF 
MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES 
AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE 
MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

MSCI日本株女性活躍指数（WIN）
THE INCLUSION OF NISSHINBO HOLDINGS INC. 
IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI 
LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR 
INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE 
A SPONSORSHIP,  ENDORSEMENT OR 
PROMOTION OF [ISSUER ENTITY NAME] BY 
MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI 
INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF 
MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES 
AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE 
MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

S&P/JPX カーボンエフィシェント指数

SOMPOサステナビリティ・インデックス
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会社概要

過去5年間の株主総利回り（TSR）

（％） 17.3 18.3 18.12 19.12 20.12 21.12

日清紡ホールディングス 95.6 124.8 77.1 97.5 75.5 88.3

TOPIX 114.7 132.9 117.1 138.3 148.6 167.5

（2021年12月31日現在）

設立	 1907（明治40）年2月5日

資本金	 276億98百万円

従業員数	 21,112名（連結） 219名（単体）

本社	 〒103–8650 
	 東京都中央区日本橋人形町2-31-11

株主数	 37,979名

所有者別株式分布状況

証券会社

2.6%

自己株式

7.0%

個人・その他

23.0%
外国法人等

26.4%
その他の国内法人

17.9%

金融機関

23.1%

株式基本情報 大株主の状況

業種 電気機器

証券コード 3105

単元株式数 100株

営業年度 1月1日から12月31日まで

利益配当金支払株主確定日 12月31日（中間配当 6月30日）

発行可能株式総数 371,755,000株

発行済株式総数 179,042,894株（2021年12月末現在）

自己株式数 12,552,280株（2021年12月末現在）

株主名簿管理人
〒100–8212
東京都千代田区丸の内1-4-5
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

		

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 18,032 10.83

富国生命保険相互会社 9,000 5.41

帝人株式会社 7,370 4.43

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 6,333 3.80

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 
505001 4,821 2.90

株式会社シティインデックスイレブンス 4,249 2.55

四国化成工業株式会社 2,600 1.56

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140044 2,553 1.53

日本毛織株式会社 2,282 1.37

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 2,239 1.34

（2021年12月31日現在）

（%）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

180.0

160.0

21.1216.3 17.3 18.3 18.12 19.12 20.12

日清紡ホールディングス TOPIX

※ 2016年3月末日の終値データを100とした配当込み株価指数の推移

統合報告書2022の発行にあたって

ウェブサイトのご案内

日清紡グループの統合報告書2022をお読みいただきありがとうございます。

本統合報告書では、当社グループがいかにして持続的な成長を成しうるのかについて、３つの戦略的事業領域
の市場の潜在成長力、価値共創の取り組みなど、多面的な観点からの説明を行っているほか、ESGについても、
社外取締役と日清紡マイクロデバイス（株）社長との対談、人財戦略、TCFD提言に基づく報告を掲載し、比較的
コンパクトなページ数ながら、充実した内容となっています。

本報告書の制作に際しては、統合報告書2021について機関投資家ヒアリングを実施し、いただいたさまざま 
なご意見を企画の初期段階から、制作担当部門と経営陣が情報共有し、市場の声を反映した報告書とすべく、 
関係各部門と連携して、上述の通り掲載内容の改善を図りました。私はその編集プロセスおよびその掲載内容が
妥当かつ誠実なものであることを表明いたします。

本報告書が、日清紡グループの中長期的な価値創造能力についてのご理解の一助となることができましたら
幸いです。

	 日清紡ホールディングス株式会社 
	 代表取締役社長　村上 雅洋

参考としたガイドライン
価値報告財団（VRF）「国際統合報告フレームワーク」
経済産業省 

「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」
GRI 

「サステナビリティレポーティングスタンダード」

株主・投資家情報
・ 決算短信
・ 有価証券報告書
・ 決算説明資料

サステナビリティ情報
・ 環境
・ 社会
・ ガバナンス

・ 株主通信
・ 統合報告書/アニュアル・レポート
・ コーポレート・ガバナンス報告書　ほか
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